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はじめに 

災害対応における男女共同参画の視点は、防災基本計画に平成 17 年に初めて盛り込

まれ、男女共同参画基本計画（第２次）（平成 17 年 12 月 27 日閣議決定）においても、

新たな取組を必要とする分野の一つとして防災（災害復興を含む）が盛り込まれた。 

第４次男女共同参画基本計画（平成 27 年 12 月 25 日閣議決定）においては、防災分野

を独立した重点分野として新たに設け、「防災施策に男女共同参画の視点が反映され

るよう､防災関係者に対して、男女共同参画の視点からの防災・復興に係る研修を実施

する」ことを盛り込んだ。 

平成７年の阪神・淡路大震災や平成 16 年の新潟県中越地震に比べると、平成 23 年

の東日本大震災においては、発災直後から男女共同参画に関する問題提起がなされる

など、災害時の男女共同参画の視点は人々の間に浸透しつつあることがうかがえる。 

しかしながら、東日本大震災においても、避難所において女性用の物資が不足した

り、授乳や着替えをするための場所がなかったり、「女性だから」ということで当然の

ように避難所の食事準備を割り振られたり、仮設住宅の運営が男性だけで取り仕切ら

れていたりというように、様々な場面において男女共同参画の視点が不十分な状況が

報告された。また、平成 28 年熊本地震においても、発災直後から授乳室等の女性専用

スペースや更衣室の確保等、男女共同参画の視点に配慮した運営に取り組む避難所が

認められる一方、プライバシーの確保等については必ずしも十分な取組がなされてい

ないとの報告がなされている。 

内閣府は、平成 25 年に、東日本大震災等、過去の災害対応における経験を基に、男

女共同参画の視点から必要な対策・対応について、予防、応急、復旧・復興等の各段階

において地方公共団体が取り組む際の指針となる基本的な事項を「男女共同参画の視

点からの防災・復興の取組指針」として取りまとめ、地方公共団体や関係機関・団体等

と共有した。 

地方公共団体においては、男女共同参画の視点も踏まえ、地域防災計画を東日本大

震災後に見直したところも多くなっている。男女共同参画担当や男女共同参画センタ

ー等が中心となり、女性の防災リーダーを育成する動きも始まっている。しかしなが

ら、男女共同参画の視点の導入について、防災施策を企画立案し、実際に実行・検証す

るサイクルにまでは十分に浸透しているとは言えないのが現状である。 

近年、国際社会においても、災害に強い社会の構築には男女共同参画社会の実現が

不可欠であることが強調されており、平成 27 年の第３回国連防災世界会議で策定され

た「仙台防災枠組 2015-2030」では、「性別、年齢、障害の有無、文化的側面が、全て

の政策と実践において取り入れられるべき」とし、女性の参画とリーダーシップの重

要性を強調している。 

本研修プログラムは、これらを踏まえ、地方公共団体において防災施策に携わる行

政職員が、男女共同参画の視点をもって施策を企画立案及び実施できるよう育成する

ことを目的として作成した。本研修プログラムを活用し、防災関係者への男女共同参

画の視点からの防災研修が積極的に展開されることを期待する。
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Ⅰ 研修の概要 

１ 研修目的 

地域の災害リスクを軽減するためには、男女共同参画の推進が必要不可欠である

ことを理解するとともに、防災における男女共同参画を推進する上で行政が果たす

べき役割を考え、関係部局と連携・協働して施策を実践できる行政職員の育成を目

的としている。 

研修の実施により、防災施策に男女共同参画の視点が導入され、様々な状況にあ

る多様な住民のニーズに対応した、より質の高い防災施策の企画立案、実施が可能

となる。 

２ 研修教材の構成 

（１）手引書 

研修の目的・枠組、研修の企画・運営（準備や進め方等）の留意点等について記

載した実施マニュアル。巻末には、男女共同参画の視点からの防災に関連する法令

や地方防災会議の委員に占める女性の割合に関するデータ等、参考となる資料を

掲載している。 

（２）基本教材（スライド教材） 

研修に使用する教材。受講者用と研修講師用がある。研修講師用には、講師が説

明する内容を記載している。 

研修では、スライドをスクリーン等に投影しながら説明することが望ましいが、

設備等の関係で投影できない場合は、印刷したものを配布することとして差し支

えない。 

（３）個別教材 

研修で使用する「シチュエーション・シート」と「取組事例」。 

基本教材にはこのうちの一例を掲載しているが、研修を実施する地域で想定され

る災害に合わせたシチュエーション・シートや、地域の課題解決に参考となる取組事

例を選び、使用することを想定している。 

シチュエーション・シートは「配布用」と「投影用（スライド教材）」がある。 

（４）男女共同参画の視点からの防災・復興の取組指針及び同解説・事例集 

研修の中で参照する教材。研修時に取組指針全体を印刷して配布することが望

ましいが、難しい場合は、必要な部分のみ抜粋して配布したり、事前学習・事後学

習として各自が目を通しておくよう推奨する方法も考えられる。 

研修講師は、事前に取組指針及び解説・事例集を読み、内容を理解しておくこと

が望ましい。 
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３ 研修対象者 

地方公共団体の防災・危機管理担当部局と男女共同参画担当部局（男女共同参画

センターを含む。）のほか、災害発生時に対応する医療・福祉担当部局、市民協働担

当部局、教育委員会等の職員を主な研修対象者としている。 

本研修は、地方公共団体が主催する職員研修として実施することを想定している

が、都道府県が市区町村の職員向けに実施する研修や、地方公共団体が地域の防災

活動の中核となるリーダー層（※１）や関連機関・団体の関係者（※２）等に対する

研修にも応用することが可能である。 

 

※１ 自治会・町内会や自主防災組織のほか、民生・児童委員、女性会（婦人会）、

青年団、子ども会、ＰＴＡ、福祉や子育て等の地域に密着した活動を行っている

ボランティア団体等のリーダー等。 

 

※２ 医療・福祉・子育て等に関する専門機関・事業所・支援団体・当事者団体のほ

か、社会福祉協議会（地域福祉活動を担い、災害ボランティアセンターの運営を

担うケースが多い）、災害支援を専門とするＮＧＯ・ＮＰＯ等。 

 

４ 研修の内容等 

研修は、 

・ はじめに（オリエンテーション） 

・ セッション１「防災と男女共同参画」 

・ セッション２「男女共同参画の視点からの防災について具体的に考える」 

・ セッション３「男女共同参画の視点からの防災を実践するために」 

・ まとめ 

の５部構成となっている。 

 

研修の所要時間は、３時間を想定しているが、地域の実情に応じて変更して差し

支えない。３時間以上の時間が取れる場合は、グループワークやまとめ（振り返り・

意見交換）に、より多くの時間をかけることが望ましい。 
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○ 所要時間の例（３時間） 

 タイトル ねらい 所要時間

（目安) 

はじめに オリエンテーション 研修の目的を理解する。 10 分 

セ ッ シ ョ ン

１ 

防災と男女共同参画

(座学) 

災害に強い地域社会をつくるには、

「政策・方針決定過程への女性の参

画拡大」と「男女共同参画の視点」

が不可欠であるということを理解

する。 

 

20 分 

セ ッ シ ョ ン

２ 

男女共同参画の視点

からの防災について

具体的に考える 

（グループワーク、

全体発表） 

災害時に地域の多様な人々はどの

ような困難に直面するのかに気づ

き、行政はどのような備えをしてお

くべきかを考える。 

 

50 分 

休憩 10 分 

セ ッ シ ョ ン

３ 

男女共同参画の視点

からの防災を実践す

るために 

（座学、グループワ

ーク、全体発表） 

自分たちの地域の活動を振り返り、

どのような課題があり、これを解決

するためにはどうすればよいか、対

策を立案する。 

 

70 分 

まとめ 研修のまとめ 

 

研修の内容を日々の実践につなげ

ることを確認する。 

20 分 
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Ⅱ 研修の企画・運営 

 

１ 企画・運営の主体 

研修の企画・運営は、防災・危機管理担当部局と男女共同参画担当部局（男女共同

参画センターやその指定管理者を含む）が主体となり、関係部局等と連携・協働しな

がら行うことを推奨する。研修の企画・運営を通して両者の連携が進み、男女共同参

画の視点からの防災体制が構築されることも期待される。 

 

２ 講師 

講師は、セッションごと、 

① 「防災の知識・実務経験」と「男女共同参画の知識・実務経験」を兼ね備えた者

が単独で務める。 

② 「防災・危機管理担当職員」と「男女共同参画担当職員」がペアで務める（例：

地方公共団体の防災・危機管理担当部局の職員と男女共同参画センターの職員）。 

という方法が考えられる。 

②の方法は、役割分担や進め方を事前に検討・準備する必要があるが、「防災・

危機管理担当部局」と「男女共同参画担当部局」の連携強化という点では、最も望

ましい。 

セッション３では、冒頭に地域に想定される災害の特色や、地域の防災における

男女共同参画推進の取組を報告する時間を設けている。①の場合でも、当該報告

は、防災・危機管理担当部局及び男女共同参画担当部局が担うことが望ましい。 

 

３ 参加人数 

適切な参加人数は、20〜30 人であり、５〜６人のグループに分ける。各グループ

に多様性を持たせるために、「防災・危機管理担当と男女共同参画担当」、「男性と女

性」、「若手とシニア」といった属性が混在するようグループ分けをすることが望ま

しい。研修への参加を呼びかける際にも、参加者が一つの属性に偏らないように工夫

する。 

参加人数は、講師の補助者を置いたり、グループワークの進め方を工夫したりす

るなどにより、より多人数での研修として実施することも可能である。 

 

４ 会場 

研修会場は、会議室等、参加人数に対して十分な広さを有する部屋であればどの

ようなものでもよいが、男女共同参画センターの利用を推奨する。 

近年、防災における男女共同参画の推進に取り組んでいるセンターも多くあり、

これらに関する資料や展示パネルを持っている場合がある。日頃、男女共同参画業

務とは接点のない、もしくは少ない者がセンターを訪れ、センターの活動について

理解を深める機会にもなることで、研修に関連した副次的な効果が期待される。
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５ 当日の運営 

（１）会場設営 

どこに着席しても講師とスクリーンが見えるように、各グループのテーブルを

「島」のように斜めに配置する。斜めに配置することで、受講者一人ひとりが会場

の全体の雰囲気を感じることが可能となり、研修効果が高まる。 

 

スクリーン

事
務
局

配置例

出
入
り
口

講師

机を斜めに配置することで
・スクリーンが見やすくなる

・グループワークの際に参加
者の動きが活発になる

グループの机毎に適度な間
隔をとることでグループ内の
話し合いの際に声が聴きや
すくなる

全体の様子が見渡
せるようにやや前方
に設置

 
 

（２）参加者受付 

事前に研修受講者のリストを作成し、属性のバランス等も勘案してグループ分

けを行う。 

参加者には自分のグループの「島」に着席するよう案内する。 

名札に名前と所属先を書き、服に付けてもらう（ニックネームでも可）。 
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６ 研修の進め方（留意点） 

（１）はじめに（オリエンテーション） 

【内容】 

主催者挨拶と研修目的の説明 

 

【ねらい】 

研修の目的を理解する。 

 

【教材】 

基本教材（スライド教材） 

 

【展開】 

 

活動 留意点 

所要時間

（目安）

※ 

挨
拶 

○主催者が挨拶する。 防災・危機管理担当と男女共同参

画担当が共催で研修を実施している

場合は、どちらかの担当が代表して

挨拶をする。 

５分 

説
明 

○研修の目的を説明す

る。 

研修を実施するに至った背景を簡

単に説明し、スライド教材を用いて

研修目的を確認する。 

５分 

※所要時間は目安であり、研修全体のスケジュールに応じて調整すること（以下

同じ。）。 
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（２）セッション１「防災と男女共同参画」 

【内容】 

「防災と男女共同参画」について、講師によるスライド教材を用いた講義（座学） 

 

【ねらい】 

災害に強い地域社会をつくるには、「政策・方針決定過程への女性の参画拡大」と

「男女共同参画の視点」が不可欠であるということを理解する。 

 

【教材】 

基本教材（スライド教材） 

【展開】 

 

活動 留意点 
所要時間

（目安）

導
入 

○防災は住民の命と暮らし

を守ることであることを

確認する。 

講師自身のこれまでの業務や

活動の中での経験も例に出しな

がら、進めることが望ましい。 

４分 

災
害
の
影
響 

○災害が与える影響は男女

で異なるため、災害時のニ

ーズも男女で異なること

を説明する。 

時間があれば、東日本大震災等

の死者数や被災者の状況等の男

女別データを使って説明する。 

10 分 

意
思
決
定 

○防災に関する意思決定の

場は男性が中心で、日頃の

防災活動も男性が中心で

あることを説明する。 

研修を実施する地域の防災会

議の女性割合を示すとよい。 

３分 

ま
と
め 

○災害に強い地域社会を作

るには、男女共同参画の推

進が必要であることを説

明する。 

時間があれば、防災基本計画や男

女共同参画基本計画にどのように

記載されているかを説明する。 

３分 
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（３）セッション２「男女共同参画の視点からの防災について具体的に考える」 

【内容】 

「シチュエーション・シート」を用いて男女共同参画の視点からの防災について

考え、話し合いを行うグループワークを実施し、話し合いの内容を全体で共有する

（グループワーク、全体発表）。 

 

【ねらい】 

災害時に地域の多様な人々はどのような困難に直面するのかに気づき、行政はど

のような備えをしておくべきかを考える。 

 

【教材】 

シチュエーション・シート 

基本教材（スライド教材） 

男女共同参画の視点からの防災・復興の取組指針及び同解説・事例集 

 

【展開】 

 

活動 留意点 
所要時間

（目安）

導
入 

○「シチュエーション・シート」

（配布用）を各自に配布する。

○「進め方」と「話し合いのル

ール」を説明する。 

「シチュエーション・シー

ト」は、地域で想定される災害

や地域で抱える課題を踏まえ

て選定する。複数の「シチュエ

ーション・シート」の内容を合

わせたり、地域の実情に合わ

せて改変することも可能。 

２分 

自
己
紹
介 

○各グループで自己紹介をす

る。 

○「司会者」と「発表者」を決め

る。 

自己紹介の際は、グループ

の緊張を解くため、アイスブ

レイクの要素も入れて実施す

るとよい。例えば、「名前」「所

属」「実は○○です」と自己紹

介するなど。 

５分 
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ワ
ー
ク 

○「シチュエーション・シート」

（投影用）を投影しながら、

講師が読み上げる。 

○各グループで、「もしも１年前

に戻ることができたら、この

地域の対策として、行政は、

何をしておくとよいか」を話

し合う。 

 

受講者自身が被災者となっ

た場面を想像するよう促す。 

「地域の対策として、行政

は、何をしておくとよいか」に

ついては、なるべく具体的に考

えるよう言葉かけを行う。対策

は、「行政の対策」であること

を強調する。 

ワーク中は、各グループをま

わり、様子を見る。議論が停滞

しているグループには、ヒント

や議論の糸口を提供する。 

25 分 

発
表 

○各グループでどのような内容

が話されたか、発表する。 

時間が短い場合は省略して

もよい。 

５分 

解
説 

○「男女共同参画の視点からの

防災・復興の取組指針（及び

解説・事例集）」を用いて解説

する。 

シチュエーションの「気に

なるワード」「対策のポイン

ト」を踏まえて、解説を行う。 

取組指針等を用いて、「防災

における男女共同参画の視

点」がどのようなものである

かを理解させるよう、具体例

等も入れながら説明する。 

10 分 

ま
と
め 

○本セッションを通じて得た気

づきと考えを、日々の実践に

どのように生かすかを考える

ことが必要であることを説明

する。 

この後の時間で、「気づき」

「考え」を「実践」「振り返り」

につなげていくことを踏まえ

て、まとめる。 

３分 
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（４）セッション３「男女共同参画の視点からの防災を実践するために」 

【内容】 

「地域の災害の特色」及び「地域の防災における男女共同参画推進の取組」につ

いて講義の後、男女共同参画の視点からの防災について、行政における現在の課題

や解決策について話し合うグループワークを実施し、話し合いの内容を全体で共有

する（座学、グループワーク、全体発表）。 

 

【ねらい】 

自分たちの地域の活動を振り返り、どのような課題があり、これを解決するため

にはどうすればよいか、対策を立案する。 

 

【教材】 

基本教材（スライド教材） 

取組事例 

 

【展開】 

 

活動 留意点 
所要時間

（目安）

説
明 

○「地域の災害の特色」及

び「地域の防災における

男女共同参画推進の取

組」について報告を行

う。 

防災・危機管理担当から「研修実

施地域の災害の特色」について、続

いて男女共同参画担当から「研修実

施地域の防災における男女共同参

画推進の取組」について報告する。 

10 分 

ワ
ー
ク
１ 

○進め方を説明する。 

○各グループで「司会者」

と「発表者」を決める。

○各自が付箋に、「地域の

防災対策の課題は何か」

を書き出す。 

○各グループで、付箋に書

いた内容を発表しなが

ら模造紙に貼っていく。

各グループのテーブルに、模造

紙、ペン、付箋を配布しておく。 

セッション２で取り上げた内容

に課題が偏る可能性があるので、幅

広い防災活動を振り返り、課題を出

すよう、声をかけるとよい。 

20 分 
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ワ
ー
ク
２ 

○挙げられた「課題」の中

から、「男女共同参画の

視点から考えて、優先的

な課題」は何かを抽出す

る。 

○男女共同参画の視点か

ら優先的と考える課題

について、「行政が実行

すべき解決策」は何かを

話し合う。 

模造紙に貼った「課題」について、

似たような内容をまとめ、その中か

ら、「男女共同参画の視点から考え

て、優先的な課題」は何かを抽出し

てもらう。 

必要に応じて、付箋を追加した

り、模造紙にペンで書き込んだりし

て、内容を整理してもらう。 

講師は各グループをまわり、様子

を見る。議論が停滞しているグルー

プには、ヒントや議論の糸口を提供

する。特に、「男女共同参画の視点」

で迷っているグループがあれば、講

師が課題を選択し、議論を促しても

よい。 

25 分 

発
表 

○各グループでどのよう

な内容が話されたか、発

表する。 

短い時間でも全体発表の時間を

設けた方がよい。 

５分 

講
義 

○男女共同参画の視点か

らの防災を実践するた

めのポイントを説明す

る。 

○関連した参考となる取

組事例を紹介する。 

全体発表の内容を、パワーポイン

ト教材にある４つのポイントで整

理し、解説する。 

「取組事例」は、事例集の中から

地域の実情に合わせて選択する。地

域で想定される災害や地域で抱え

る課題を踏まえて選定するが、研修

の中で説明しない事例についても、

印刷して受講者に配布してもよい。 

10 分 
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（５）まとめ 

【内容】 

研修のまとめと閉会挨拶 

 

【ねらい】 

研修の内容を日々の実践、各種施策の企画立案等につなげることを確認する。 

 

【教材】 

基本教材（スライド教材） 

 

【展開】 

 

活動 留意点 

時間

の目

安 

ま
と
め 

○研修全体のまと

めを行う。 

当日のグループワークや全体発表で出て来

た意見や議論を引用しながら、スライド教材

を用いて、防災施策に男女共同参画の視点を

反映することの必要性を説明する。 

一人一人の参加者の当事者意識を高め、研

修の成果を日々の活動に生かすよう強調す

る。 

５分 

振
り
返
り 

○アンケートを配

布し、各自が記入

する。 

研修の感想だけではなく、防災・危機管理担

当と男女共同参画担当の連携・協働の方策や

地域への広め方等についてのアイデアや意見

も求め、今後の取組の参考にすることが考え

られる。 

時間があれば、参加者に「研修の感想」や

「今後の関係部署との連携の方法」について、

意見交換をしてもらう。 

10 分 

挨
拶 

○主催者が挨拶す

る。 

防災・危機管理担当と男女共同参画担当が

共催で研修を実施している場合は、どちらか

の担当が代表して挨拶をする。防災における

男女共同参画の推進と防災・危機管理担当と

男女共同参画担当の連携強化に向けた、前向

きなコメントで閉会することが望ましい。 

５分 
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Ⅲ 研修の効果的な実施について 

 

１ フォローアップ 

研修を１回実施するだけでなく、複数回に渡って実施したり、数か月後に、研修内

容を日常の業務にどのように活用・反映させたかを振り返る時間を設けたりする（グ

ループディスカッションやアンケート調査）などの工夫をすることも考えられる。 

職員研修として継続的に実施する場合は、前回の研修受講者が次の研修の各グル

ープのファシリテーター（司会役）を担当したり、講師を担当したりするなど、研修

で得た知見を生かす場を提供することも効果的である。 

 

２ 研修内容の応用 

本研修で示した内容はあくまでも一例であり、地域の実情に応じて、柔軟に内容

を工夫し、現場のニーズに合わせた内容で実施することが望ましい。 

また、既存の防災研修の中に、本研修の内容を加えることも可能である。例えば、

「地域住民への啓発」「共助促進」「避難所運営」等の内容として応用することが考え

られる。 
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Ⅳ 参考資料編
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注：以下の法律・計画等の本文に付された下線は、男女共同参画との関連が深い部分について示す

ためであり、原文では下線は引かれていないことに留意されたい。 

 

○ 第４次男女共同参画基本計画（平成 27年 12 月 25 日閣議決定）（抄） 

 

第 11 分野 男女共同参画の視点に立った防災・復興体制の確立 

＜基本的考え方＞ 

災害は、地震、津波、風水害等の自然現象（自然要因）とそれを受け止める側の社会の在り

方（社会要因）により、その被害の大きさが決まってくると考えられている。性別、年齢や障害

の有無等、様々な社会的立場によって影響は異なることから、社会要因による災害時の困難を最

小限にする取組が重要である。 

平常時における固定的な性別役割分担意識を反映して、災害後には、増大する家事、子育

て、介護等の家庭的責任が女性に集中することなどの問題が明らかになっている。東日本大震災

においては、様々な意思決定過程への女性の参画が十分に確保されず、男女のニーズの違い等が

配慮されないなどの課題が生じた。災害時には、平常時における社会の課題が一層顕著になって

現れるため、平常時からの男女共同参画社会の実現が、防災・復興を円滑に進める基盤となる。

第３回国連防災世界会議で採択された「仙台防災枠組2015-2030」は、「災害リスク削減」

（新たな災害リスクを防止し、既存の災害リスクを削減する）を基本理念とし、性別、年齢、障

害の有無、文化的側面を全ての政策と実践において取り入れ、女性のリーダーシップを促進する

ことや、性別等により分類されたデータを踏まえた意思決定を行うことを指導原則としている。

また、政策・計画・基準の企画立案及び実施に当たっては、女性の参画が重要であることから、

女性に対する十分な能力開発の取組が必要であるとしている。 

これらを踏まえ、予防、応急、復旧・復興等の全ての局面において、女性が重要な役割を果たし

ていることを認識するとともに、防災・復興に係る意思決定の場に女性が参画し、リーダーとし

て活躍することを推進する。 

また、女性と男性では災害から受ける影響に違いが生じることに配慮し、男女共同参画の視

点から、事前の備え、避難所運営、被災者支援等を実施する。 

さらに、女性は防災・復興の主体的な担い手であり、災害から回復する力を持つ社会を構築する

には、女性が原動力となることを、国内外で共有する。 

19



＜成果目標＞ 

項目 現状 成果目標（期限） 

都道府県防災会議の委員に

占める女性の割合 

13.2％ 

（平成27年） 

30％ 

（平成32年） 

 

 

 

市町村防災会議の委員に占

める女性の割合 

 

 

 

・女性委員が登用されていな

い組織数：515 

（平成26年） 

 

・委員に占める女性の割合

：7.7％ 

（平成27年） 

 

・女性委員が登用されていない組織

数：０（平成32年） 

 

 

・委員に占める女性の割合：10％

（早期）、更に30％を目指す（平

成32年） 

消防吏員に占める女性の割

合（注１） 

2.4％ 

（平成27年度） 

５％ 

（平成38年度当初） 

消防団員に占める女性の割

合（注２） 

2.5％ 

（平成26年度） 

10％を目標としつつ、当面５％（平

成38年度） 

（注１）消防吏員とは、消防本部及び消防署に置かれる職員のうち、階級及び服制を有し、消防事

務に従事する者。 

（注２）消防団員とは、他に本業を持ちながらも、「自らの地域は自らで守る」という郷土愛護の

精神に基づき、消防防災活動を行う市町村の消防機関である消防団の構成員。 
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１ 防災分野における女性の参画拡大など男女共同参画の推進 

 

施策の基本的方向 

地域における生活者の多様な視点を反映した防災対策の実施により地域の防災力向上を図る

ため､防災（予防、応急、復旧・復興のそれぞれの段階を含む）に関する政策・方針決定過程及

び防災の現場における女性の参画を拡大し､男女共同参画の視点を取り入れた防災体制を確立す

る。 

具体的な取組 担当省庁 

ア 防災に関する政策・方針決定過程への女性の参画拡大 

① 中央防災会議及びその下に設けられる専門調査会や防災に関する各種

の有識者会議等の構成員について､女性の参画拡大を図る。 

② 都道府県防災会議における女性委員の割合について、30％目標に向

け、各都道府県に対して､女性委員の割合が高い事例を提供するととも

に､女性の参画拡大に向けた取組を促進するよう要請する。 

③ 市町村防災会議について､都道府県防災会議の最近の動向や女性を積

極的に登用している市町村の事例について情報提供を行うなどにより､

女性委員のいない市町村防災会議については、これを早期に解消するこ

とに加え､女性委員の割合について30％目標に向けた取組を促進するよ

う､都道府県の協力も得て､市町村に対して要請する。 

④ 防災担当部局の管理職への女性の登用を含め､女性の採用・登用拡大に

取り組む。地方公共団体に対しては､防災担当部局への女性職員の配置及

び管理職への女性の登用促進に取り組むよう要請する。 

⑤ 応急対策における男女共同参画を推進するため、災害対策本部の構成

員に女性職員や男女共同参画担当の職員を配置するよう、地方公共団体

に対して要請する。 

 

イ 防災の現場における女性の参画拡大 

① 消防吏員、警察官、自衛官、海上保安官等について､意欲のある女性が

その能力を発揮して役割を十分に果たすことができるよう､女性の採用

・登用拡大に取り組むとともに､職場環境の整備､職業能力の向上及び心

身の健康の保持増進に取り組む。 

② 男女共同参画の推進の観点から、毎年の女性の採用者数を引き上げる

ことにより女性の消防吏員比率を高めるとともに、女性の消防吏員がい

ない消防本部については、これを早期に解消し、可能な限り速やかに複

数人を確保するよう、各消防本部等に対して要請する。 

③ 男女共同参画の推進の観点から､女性のいない消防団については、これ

を解消することを目指すよう､地方公共団体に対して､より一層の女性消

防団員の入団を促進するよう要請するとともに､特に､女性のいない消防

団に対しては､積極的な取組を要請する。また､好事例の周知等により、

 

内閣府､関係府省 

 

内閣府､総務省 

 

 

内閣府､総務省 

 

 

 

 

関係府省 

 

 

内閣府､総務省 

 

 

 

 

警察庁､総務省､ 

国土交通省､防衛省

 

 

総務省 

 

 

 

内閣府､総務省 
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女性消防団員が活動しやすい環境を整備するよう要請する。 

 

ウ 防災施策への男女共同参画の視点の導入 

① 男女共同参画の視点が地域防災計画に反映されるよう､地方公共団体

に対して要請するなど､防災における男女共同参画の推進を図る。 

② 男女共同参画の視点が地区防災計画に反映されるよう､地域の住民へ

の周知を地方公共団体に対して要請する。 

③ 避難所運営に男女双方がリーダーとして参画し､男女共同参画の視点

に立った運営がなされるよう､避難所運営等に関する実態調査の結果も

踏まえ､避難所運営マニュアルの整備等を含め、地方公共団体等に対して

取組を要請する。 

④ 災害時には､女性が様々な不安や悩みを抱えることや､女性に対する暴

力等が懸念されることから､男女共同参画センターや民間支援団体等と

連携を図りながら､避難所等において相談窓口や女性に対する暴力等の

予防の方法について周知するよう､地方公共団体等に対して要請する。 

⑤ 防災施策に男女共同参画の視点が反映されるよう､防災関係者に対し

て、男女共同参画の視点からの防災・復興に係る研修を実施する。 

特に、防災担当職員や指導的立場にある者を対象とした研修の実施に当

たっては､予防､応急､復旧・復興の各段階における男女共同参画の視点か

らの災害対応に関する講義を盛り込む。 

⑥ 消防団､水防団､自主防災組織､民生委員・児童委員､災害ボランティア

センターを運営する社会福祉協議会､人権擁護委員､男女共同参画センタ

ー等､関係する機関・団体が合同で研修や訓練を実施し､予防､応急､復旧

・復興の各段階における男女共同参画の視点からの災害対応に関する知

識を普及する。 

⑦ 男女共同参画の視点に立った防災に関する地域活動等が推進されるよ

う､地域の防災を担う女性リーダーの養成等､人材育成を行うとともに､

地方公共団体や男女共同参画センターに先進的な取組事例等の情報提供

を行うなどの支援を行う。また、女性リーダーが地域防災の現場で活躍

できる仕組みを検討する。 

⑧ 防災施策の立案及び実施に当たっては、女性、子供・若者、高齢者、

障害者、外国人等を含めた多様な住民の意見を反映させる。また、事前

の備えや避難行動等に関して、多様な住民に対する学習機会の拡充を図

る。 

⑨ 平常時及び災害時における男女共同参画センターの役割を明確化し、

男女共同参画センターが､男女共同参画の視点からの地域の防災力の推

進拠点となるよう､地方公共団体等に対して要請する。 

⑩ 男女が置かれている状況を客観的に把握するため、被災者及び災害対

応を行う者に関して男女別データの整備に努める。 

 

 

 

内閣府､総務省 

 

内閣府､総務省 

 

内閣府 

 

 

 

内閣府 

 

 

 

内閣府､総務省､ 

関係府省 

 

 

 

内閣府､総務省､ 

法務省､厚生労働 

省､国土交通省 

 

 

内閣府､総務省 

 

 

 

 

内閣府､関係府省 

 

 

 

内閣府 

 

 

関係府省 
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⑪ 防災・復興に係る取組が男女共同参画の視点を反映したものとなるよ

う、防災・復興に関連する府省庁の間で連携を密にする。 

関係府省 

 

 

 

２ 復興における男女共同参画の推進 

 

施策の基本的方向 

被災地の復旧・復興に当たっては､男女共同参画の視点から､復旧・復興のあらゆる場・組織

に女性の参画を促進し､男女共同参画の視点を取り入れた復興体制を確立する。 

東日本大震災の被災地においては､復興過程における男女共同参画を一層推進する。 

具体的な取組 担当省庁 

ア 復興に関する政策・方針決定過程への女性の参画拡大 

① 復興に関する各種の有識者会議等の構成員について､女性の参画拡大

を図る。 

② 復興計画の策定や推進のための委員会等において､女性委員の割合に

ついて、30％目標が達成できるよう､地方公共団体に対して女性の参画拡

大に向けた取組を進めるよう要請する。 

③ 被災地の住民との合意形成が重要となる復興まちづくりに当たって

は､協議会等の構成員への女性の参画を拡大するよう要請する。 

 

イ 東日本大震災からの復興施策への男女共同参画の視点の導入 

① 各種の復興施策の実施に際して、女性、子供・若者、高齢者、障害

者、外国人等を含めた多様な住民の意見を反映させることができるよう､

被災地の地方公共団体等を支援する。地方公共団体に対しては､女性を始

め､多様な住民の意見を反映できるよう､地域の住民ニーズや地域の課題

等を把握することを要請する。 

② 被災地における支援者や復興に従事する職員に対して､地方公共団体､

男女共同参画センター等と連携・協働し､男女共同参画の視点からの対応

についての理解を促進するための研修等を行う。具体的には､復興に係る

意思決定の場への女性の参画を促進することや､女性に対する暴力等の

被害者を発見したときの対応を含め被災者や支援者等の双方が不適切な

対応を行うことのないようにすることなどの内容を盛り込む。 

③ 被災地における生活再建や就労支援を推進し、女性の活躍をより促進

するため､各種施策や参考となる事例等の情報を､地方公共団体等と連携

・協働し､被災地の女性や女性グループを始め､多様な主体に行き渡るよ

う工夫して提供する。また、仮設住宅や災害公営住宅における孤立等を

防止する取組の事例等の情報を提供する。 

④ 復興に係る統計情報等について､統計情報等の取得の目的等を考慮し､

地方公共団体等の協力を得ながら男女別データを把握し､まちづくり等

 

内閣府 

 

内閣府 

 

 

内閣府 

 

 

 

復興庁 

 

 

 

 

内閣府､復興庁 

 

 

 

 

 

復興庁 

 

 

 

 

復興庁 
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の復興施策への活用を働きかける。なお､被災地の住民の意向を調査する

場合には､男女別､世代別等のニーズが把握できるよう､地方公共団体等

に対して､調査方法や集計方法の工夫を働きかける。 

 

 

 

 

３ 国際的な防災協力における男女共同参画 

 

施策の基本的方向 

第58回国連婦人の地位委員会「自然災害におけるジェンダー平等と女性のエンパワーメント」

決議及び第３回国連防災世界会議で策定された「仙台防災枠組2015-2030」等を踏まえ､男女共同

参画の視点に立った国際的な防災協力を実施するとともに､我が国の知見と教訓を国際社会と共

有する。 

具体的な取組 担当省庁 

① 我が国の経験を国際社会と共有し､災害に強靭な社会を構築するため

には､様々な意思決定に女性のリーダーシップと参画の平等な機会を確

保することが必要であることを国際社会に発信する。発信に当たっては､

ＮＧＯ等と連携する。 

② 防災と男女共同参画の分野における国際的なリーダーシップを発揮す

るとともに､第58回国連婦人の地位委員会「自然災害におけるジェンダー

平等と女性のエンパワーメント」決議及び第３回国連防災世界会議で策

定された「仙台防災枠組2015-2030」等が求める事項が国内において着実

に実行されるよう取り組む。 

③  「仙台防災協力イニシアティブ」（平成27年３月14日）に基づき､国際

的な防災協力に当たっては､男女共同参画の視点を踏まえて援助を行う。 

内閣府､外務省 

 

 

 

内閣府､総務省､ 

外務省 

 

 

 

外務省 
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○ 防災基本計画（平成 28 年２月 16 日中央防災会議決定）（抄） 

 

第１編 総則 

第３章 防災をめぐる社会構造の変化と対応 

○人口の偏在，少子高齢化，グローバリゼーション，情報通信技術の発達等に伴い我が国の社

会情勢は大きく変化しつつある。国，公共機関及び地方公共団体は，社会情勢の変化に伴う

災害脆弱性の高まりについて十分配慮しつつ防災対策を推進するものとする。とりわけ，次

に掲げるような変化については，十分な対応を図ることとする。 

（略） 

・地域における生活者の多様な視点を反映した防災対策の実施により地域の防災力向上を図る

ため，地方防災会議の委員への任命など，防災に関する政策・方針決定過程及び防災の現場

における女性や高齢者，障害者などの参画を拡大し，男女共同参画その他の多様な視点を取

り入れた防災体制を確立する必要がある。 

 

第２編 各災害に共通する対策編 

第１章 災害予防 

第３節 国民の防災活動の促進 

２ 防災知識の普及，訓練 

（３）防災知識の普及，訓練における要配慮者等への配慮 

○防災知識の普及，訓練を実施する際，高齢者，障害者，外国人，乳幼児，妊産婦等の要配慮

者の多様なニーズに十分配慮し，地域において要配慮者を支援する体制が整備されるよう努

めるとともに，被災時の男女のニーズの違い等男女双方の視点に十分配慮するよう努めるも

のとする。 

３ 国民の防災活動の環境整備 

（１）消防団，自主防災組織，自主防犯組織の育成強化 

○国〔消防庁〕及び市町村（都道府県）は，地域における消防防災の中核として重要な役割を

果たす消防団の施設・装備・処遇の改善，教育訓練体制の充実，青年層・女性層を始めとし

た団員の入団促進等消防団の活性化を推進し，その育成を図るものとする。 

○市町村（都道府県）は，自主防災組織の育成，強化を図り，消防団とこれらの組織との連携

等を通じて地域コミュニティの防災体制の充実を図るものとする。また研修の実施等による

防災リーダーの育成，多様な世代が参加できるような環境の整備等により，これらの組織の

日常化，訓練の実施を促すものとし，住民は，地域の防災訓練など自発的な防災活動に参加

するよう努めるものとする。その際，女性の参画の促進に努めるものとする。 

第６節 迅速かつ円滑な災害応急対策，災害復旧・復興への備え 

８ 物資の調達，供給活動関係 

○国〔農林水産省，経済産業省，厚生労働省〕は，下記の物資について，調達体制の整備に特

段の配慮をすることとし，その調達可能量について，毎年度調査するものとする。 

食料…精米，即席めん，おにぎり，弁当，パン，缶詰，レトルト食品，包装米飯，育児用調

製粉乳，飲料水（ペットボトル） 

生活必需品…下着，毛布，作業着，タオル，小型エンジン発電機，卓上カセットこんろ，カ
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ートリッジボンベ，土のう袋，ブルーシート，懐中電灯，乾電池，トイレットペーパー，

ティッシュペーパー，携帯トイレ・簡易トイレ，仮設トイレ，乳児用・小児用おむつ，女

性用品，マスク 

第２章 災害応急対応 

第６節 避難の受入れ及び情報提供活動 

３ 指定避難所 

（２）避難所の運営管理等 

○市町村は，避難所の運営における女性の参画を推進するとともに，男女のニーズの違い等男

女双方の視点等に配慮するものとする。特に，女性専用の物干し場，更衣室，授乳室の設置

や生理用品・女性用下着の女性による配布，巡回警備や防犯ブザーの配布等による避難所に

おける安全性の確保など，女性や子育て家庭のニーズに配慮した避難所の運営に努めるもの

とする。 

４ 応急仮設住宅等 

（３）応急仮設住宅の運営管理 

○市町村（都道府県）は，各応急仮設住宅の適切な運営管理を行うものとする。この際，応急

仮設住宅における安心・安全の確保，孤独死や引きこもりなどを防止するための心のケア，

入居者によるコミュニティの形成及び運営に努めるとともに，女性の参画を推進し，女性を

始めとする生活者の意見を反映できるよう配慮するものとする。また，必要に応じて，応急

仮設住宅における家庭動物の受入れに配慮するものとする。 

７ 帰宅困難者対策 

○首都圏を始めとする大都市圏において，公共交通機関が運行を停止し（火山災害における降

灰の影響を含む。），自力で帰宅することが困難な帰宅困難者が大量に発生する場合には，

国〔内閣府，国土交通省等〕及び地方公共団体は，「むやみに移動を開始しない」という基

本原則の広報等により，一斉帰宅の抑制を図るとともに，必要に応じて，滞在場所の確保等

の支援を行うとともに，滞在場所の確保に当たっては，男女のニーズの違いや，要配慮者の

多様なニーズに配慮した滞在場所の運営に努めるものとする。 

第７節 物資の調達、供給活動 

○被災者の生活の維持のため必要な食料，飲料水，燃料，毛布等の生活必需品等を調達・確保

し，ニーズに応じて供給・分配を行えるよう，関係機関は，その備蓄する物資・資機材の供

給に関し，相互に協力するよう努めるとともに，以下に掲げる方針のとおり活動する。なお，

被災地で求められる物資は，時間の経過とともに変化することを踏まえ，時宜を得た物資の

調達に留意するものとする。また，夏季には扇風機等，冬季には暖房器具，燃料等も含める

など被災地の実情を考慮するとともに，要配慮者等のニーズや，男女のニーズの違いに配慮

するものとする。 

第３章 災害復旧・復興 

第１節 地域の復旧・復興の基本方向の決定 

○被災地の復旧・復興に当たっては，男女共同参画の観点から，復旧・復興のあらゆる場・組

織に女性の参画を促進するものとする。併せて，障害者，高齢者等の要配慮者の参画を促進

するものとする。 

第３節 計画的復興の進め方 

２ 防災まちづくり 
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○地方公共団体は，再度災害防止とより快適な都市環境を目指し，住民の安全と環境保全等に

も配慮した防災まちづくりを実施するものとする。その際，まちづくりは現在の住民のみな

らず将来の住民のためのものという理念のもとに，計画作成段階で都市のあるべき姿を明確

にし，将来に悔いのないまちづくりを目指すこととし，住民の理解を求めるよう努めるもの

とする。併せて，障害者，高齢者，女性等の意見が反映されるよう，環境整備に努めるもの

とする。 

○国及び地方公共団体は，被災地の復興計画の作成に際しては，地域のコミュニティが被災者

の心の健康の維持を含め，被災地の物心両面にわたる復興に大きな役割を果たすことにかん

がみ，その維持・回復や再構築に十分に配慮するものとする。併せて，障害者，高齢者，女

性等の意見が反映されるよう，環境整備に努めるものとする。 

 

第５編 風水害対策編 

第１章 災害予防 

第２節 国民の防災活動の促進 

３ 国民の防災活動の環境整備 

（１）消防団、水防団、水防協力団体、自主防災組織、自主防犯組織の育成強化 

○国〔国土交通省〕及び市町村（都道府県）は，水防団及び水防協力団体の研修・訓練や災害

時における水防活動の拠点となる施設の整備を図り，水防資機材の充実を図るものとする。

また，青年層・女性層の団員への参加促進等水防団の活性化を推進するとともに，ＮＰＯ，

民間企業，自治会等多様な主体を水防協力団体として指定することで水防活動の担い手を確

保し，その育成，強化を図るものとする。 
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○ 災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）（抄） 

 

（都道府県防災会議の設置及び所掌事務）  

第 14 条 都道府県に、都道府県防災会議を置く。  

２ 都道府県防災会議は、次に掲げる事務をつかさどる。  

一 都道府県地域防災計画を作成し、及びその実施を推進すること。  

二 都道府県知事の諮問に応じて当該都道府県の地域に係る防災に関する重要事項を審議する

こと。  

三 前号に規定する重要事項に関し、都道府県知事に意見を述べること。  

四 当該都道府県の地域に係る災害が発生した場合において、当該災害に係る災害復旧に関し、

当該都道府県並びに関係指定地方行政機関 1)、関係市町村、関係指定公共機関 2)及び関係指

定地方公共機関 3)相互間の連絡調整を図ること。 

五 前各号に掲げるもののほか、法律又はこれに基づく政令によりその権限に属する事務  

 

（都道府県防災会議の組織）  

第 15 条 都道府県防災会議は、会長及び委員をもつて組織する。  

５ 委員は、次に掲げる者をもつて充てる。  

一 当該都道府県の区域の全部又は一部を管轄する指定地方行政機関の長又はその指名する職

員  

二 当該都道府県を警備区域とする陸上自衛隊の方面総監又はその指名する部隊若しくは機関

の長  

三 当該都道府県の教育委員会の教育長  

四 警視総監又は当該道府県の道府県警察本部長  

五 当該都道府県の知事がその部内の職員のうちから指名する者  

六 当該都道府県の区域内の市町村の市町村長及び消防機関の長のうちから当該都道府県の知

事が任命する者  

七 当該都道府県の地域において業務を行う指定公共機関又は指定地方公共機関の役員又は職

員のうちから当該都道府県の知事が任命する者  

八 自主防災組織を構成する者又は学識経験のある者のうちから当該都道府県の知事が任命す

る者  

６ 都道府県防災会議に、専門の事項を調査させるため、専門委員を置くことができる。  

７ 専門委員は、関係地方行政機関の職員、当該都道府県の職員、当該都道府県の区域内の市町村

の職員、関係指定公共機関の職員、関係指定地方公共機関の職員及び学識経験のある者のうち

から、当該都道府県の知事が任命する。  

 

（市町村防災会議）  

第 16 条 市町村に、当該市町村の地域に係る地域防災計画を作成し、及びその実施を推進するほ

か、市町村長の諮問に応じて当該市町村の地域に係る防災に関する重要事項を審議するため、

市町村防災会議を置く。  

６ 市町村防災会議の組織及び所掌事務は、都道府県防災会議の組織及び所掌事務の例に準じて、

当該市町村の条例（第２項の規定により設置された市町村防災会議にあつては、規約）で定め
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る。  

 

１）指定地方行政機関 指定行政機関※の地方支分部局その他の国の地方行政機関で、内閣総理大

臣が指定するものをいう。  

２）指定公共機関 独立行政法人、日本銀行、日本赤十字社、日本放送協会その他の公共的機関及

び電気、ガス、輸送、通信その他の公益的事業を営む法人で、内閣総理大臣が指定するものを

いう。 

３）指定地方公共機関 地方独立行政法人及び港務局、土地改良区その他の公共的施設の管理者並

びに都道府県の地域において電気、ガス、輸送、通信その他の公益的事業を営む法人で、当該

都道府県の知事が指定するものをいう。 

※ 内閣府、国家公安委員会、警察庁、金融庁、消費者庁、総務省、消防庁、法務省、外務省、財

務省、文部科学省、文化庁、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、資源エネルギー庁、中小

企業庁、国土交通省、国土地理院、気象庁、海上保安庁、環境省、原子力規制委員会及び防衛

省をいう。 

 

＊１）から３）まで及び※の注釈は災害対策基本法第２条を基に内閣府男女共同参画局

が作成。 
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○ 災害対策基本法の一部を改正する法律について（平成 24年６月 27 日付府政防第 724 号、消防災第

234 号内閣府政策統括官（防災担当）、消防庁次長通知）（抄） 

【通知発出先】各都道府県知事 

 

 

本日、災害対策基本法の一部を改正する法律（平成 24 年法律第 41 号。以下「改正法」という。）

が公布、施行されました。また、改正法の施行にあわせて、災害対策基本法施行令の一部を改正す

る政令（平成 24 年政令第 171 号）及び災害対策基本法施行規則の一部を改正する内閣府令（平成

24 年内閣府令第 42 号）が公布、施行されました。 

貴職におかれましては、下記の改正内容を御理解の上、今後の防災対策の推進に万全を期する

とともに、貴都道府県内の市町村に対しても周知いただきますようお願いします。なお、下記中の

条文番号は特に断りがない限り、改正法による改正後の災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号。

以下「法」という。）のものです。 

 

記 

 

第２ 改正法の趣旨及び内容 

３．教訓伝承、防災教育の強化や多様な主体の参画による地域の防災力の向上 

（２）地域防災計画の策定等への多様な主体の参画（法第 15 条関係） 

東日本大震災において、避難所の運営に当たり女性、高齢者等の視点が必ずしも十分では

なかったとの指摘があったことから、平成 23 年 12 月に修正された防災基本計画においては、

「地域における生活者の多様な視点を反映した防災対策の充実により地域の防災力向上を図

る」ことが盛り込まれたところである。 

上記の点も含め、地域防災計画の策定等に当たり多様な主体の意見を反映できるよう、地

方防災会議の委員として、現在充て職となっている防災機関の職員のほか、自主防災組織を

構成する者又は学識経験のある者を追加することとしたものである。 
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○ 災害対策基本法の一部を改正する法律の運用について（平成 24年６月 27 日付府政防第 725 号、消

防災第 235 号内閣府政策統括官（防災担当）付参事官（総括担当）、消防庁国民保護・防災部防災

課長通知）（抄） 

【通知発出先】各都道府県防災主幹部長 

 

 

災害対策基本法の一部を改正する法律（平成 24 年法律第 41 号。以下「改正法」という。）の

内容については、「災害対策基本法の一部を改正する法律について」（平成 24 年６月 27 日付府政

防第 724 号・消防災第 234 号）により通知したところですが、下記に、改正法の趣旨及びその適正

な運用に当たっての留意点を示しますので、執務上の参考とされるとともに、貴都道府県内の市町

村に対しても周知いただきますようお願いします。併せて、必要となる条例の改正又は地域防災計

画の見直しなどを速やかに進められるようお願いします。 

なお、下記中の条文番号は特に断りがない限り、改正法による改正後の災害対策基本法（昭和

36 年法律第 223 号。以下「法」という。）のものです。また、本通知は、地方自治法（昭和 22 年

法律第 67 号）第 245 条の４第１項に基づく技術的助言として発出するものであることを申し添え

ます。 

 

記 

 

１．地方防災会議及び災害対策本部の見直し 

（３）都道府県防災会議の委員構成（法第 15 条第５項関係） 

① 都道府県防災会議の委員として、「自主防災組織を構成する者又は学識経験のある者の

うちから当該都道府県の知事が任命する者」を新たに加えることにより、男女共同参画の

推進及び高齢者や障害者などの多様な主体の参画を促進することとし、地域防災計画及び

それに基づく各種防災対策の充実を図ろうとするものである。 

「自主防災組織を構成する者又は学識経験のある者」とは、広く自主防災組織の代表者

等や大学教授等の研究者のほか、ボランティアなどのＮＰＯや、女性・高齢者・障害者団

体等の代表者等を想定している。 

② なお、防災対策の見直しに係る男女共同参画の推進については、既に各都道府県防災主

管部長宛に通知（平成 24 年５月８日付府政防第 535 号・消防災第 181 号）しているところ

であり、引き続き、防災に関する政策・方針決定過程等における女性の参画の拡大に努め

られたい。 
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○ 東日本大震災復興基本法（平成 23年法律第 76 号）（抄） 

 

（基本理念）  

第２条 東日本大震災からの復興は、次に掲げる事項を基本理念として行うものとする。  

一 未曽有の災害により、多数の人命が失われるとともに、多数の被災者がその生活基盤を奪

われ、被災地域内外での避難生活を余儀なくされる等甚大な被害が生じており、かつ、被災

地域における経済活動の停滞が連鎖的に全国各地における企業活動や国民生活に支障を及ぼ

している等その影響が広く全国に及んでいることを踏まえ、国民一般の理解と協力の下に、

被害を受けた施設を原形に復旧すること等の単なる災害復旧にとどまらない活力ある日本の

再生を視野に入れた抜本的な対策及び一人一人の人間が災害を乗り越えて豊かな人生を送る

ことができるようにすることを旨として行われる復興のための施策の推進により、新たな地

域社会の構築がなされるとともに、21 世紀半ばにおける日本のあるべき姿を目指して行われ

るべきこと。この場合において、行政の内外の知見が集約され、その活用がされるべきこと。  

二 国と地方公共団体との適切な役割分担及び相互の連携協力並びに全国各地の地方公共団体

の相互の連携協力が確保されるとともに、被災地域の住民の意向が尊重され、あわせて女性、

子ども、障害者等を含めた多様な国民の意見が反映されるべきこと。この場合において、被

災により本来果たすべき機能を十全に発揮することができない地方公共団体があることへの

配慮がされるべきこと。  

三 被災者を含む国民一人一人が相互に連帯し、かつ、協力することを基本とし、国民、事業

者その他民間における多様な主体が、自発的に協働するとともに、適切に役割を分担すべき

こと。  

四 少子高齢化、人口の減少及び国境を越えた社会経済活動の進展への対応等の我が国が直面

する課題や、食料問題、電力その他のエネルギーの利用の制約、環境への負荷及び地球温暖

化問題等の人類共通の課題の解決に資するための先導的な施策への取組が行われるべきこ

と。  

五 次に掲げる施策が推進されるべきこと。 

イ 地震その他の天災地変による災害の防止の効果が高く、何人も将来にわたって安心して

暮らすことのできる安全な地域づくりを進めるための施策 

ロ 被災地域における雇用機会の創出と持続可能で活力ある社会経済の再生を図るための施

策 

ハ 地域の特色ある文化を振興し、地域社会の絆の維持及び強化を図り、並びに共生社会の

実現に資するための施策 

六 （略） 
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○ 東日本大震災からの復興の基本方針（平成 23年７月 29 日東日本大震災復興対策本部決定） 

 

１ 基本的考え方 

（ⅸ）男女共同参画の観点から、復興のあらゆる場・組織に、女性の参画を促進する。あわせて、

子ども・障害者等あらゆる人々が住みやすい共生社会を実現する。 

５ 復興施策 

国は、二度と再び今回のような惨禍を招かず、いかなる立場の人でも安全で安心に暮らして

いくことができる強固な地域づくりを進めるとともに、今般の大震災によって我が国社会経済

や産業が受けた影響を克服し、被災地域の住民に未来への明るい希望と勇気を与えるとともに、

国民全体が共有でき、豊かで活力ある日本全体の再生を実現するよう、各府省一体となって、

以下に掲げる復興施策を総合的かつ計画的に実施するものとする。（略） 

（１）災害に強い地域づくり 

① 高齢化や人口減少等に対応した新しい地域づくり 

（ⅱ）高齢者や子ども、女性、障害者などに配慮したコンパクトで公共交通を活用したまち

づくりを進める。（略） 

⑤ 市町村の計画策定に対する人的支援、復興事業の担い手等 

（ⅱ）被災地に居住しながら、被災者の見守りやケア、集落での地域おこし活動に幅広く従

事する復興支援員の配置等及びまちづくり等に関する各種専門職の被災地への派遣や

人材の確保・データベース化を進める。各種専門家の派遣やデータベース化等に当たっ

ては、女性の参画に配慮するとともに、被災した地方自治体から見て、ワンストップの

対応が可能となるようにする。（略） 

（ⅳ）まちづくりにおいて、協議会等の構成が適正に行われるなど、女性、子ども・若者、

高齢者、障害者、外国人等の意見が反映しやすい環境整備に努める。 

（２）地域における暮らしの再生 

① 地域の支え合い 

（ⅰ）少子高齢化社会のモデルとして、新しい形の地域の支え合いを基盤に、いつまでも安

心してコミュニティで暮らしていけるよう保健・医療、介護・福祉、住まい等のサービ

スを一体的、継続的に提供する「地域包括ケア」の体制を整備するため、地域の利便性

や防災性を考慮しつつ、被災地のニーズを踏まえ基盤整備を支援する。その際には、高

齢者、子ども、女性、障害者等に配慮し、地域全体のまちづくりを進める中で、被災市

町村の特性を踏まえ、安全な場所に集約化を進める。（略） 

（ⅳ）（略）被災地や避難先における、不安や偏見等に基づく多様な人権問題に対し適切に

対処するとともに、その発生を防止する取組みを行い、被災者の孤立を防止する。この

ほか女性の悩み相談を実施する。 

② 雇用対策 

（ⅱ）被災地域における人口減少・少子高齢化に対応するため、第一次産業等の生涯現役で

年齢にかかわりなく働き続けられる雇用や就労のシステムを活用した全員参加型・世代

継承型の先導的な雇用復興、兼業による安定的な就労を通じた所得機会の確保等を支援

する。若者・女性・高齢者・障害者を含む雇用機会を被災地域で確保する。 

（ⅲ）女性の起業活動等の取組みを支援するため、被災地におけるコミュニティビジネスの

立ち上げの支援、農山漁村女性に対する食品加工や都市と農山漁村の交流ビジネス等の
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起業化の相談活動、経営ノウハウ習得のための研修等の取組みを支援する。 

（３）地域経済活動の再生 

③ 農業 

（ⅲ）（略）次の３つの戦略を組み合わせることで、地域の特性に応じた将来像を描き、力

強い農業構造の実現を支援していく。 

（イ）（略） 

（ロ）（略） 

（ハ）農業経営の多角化戦略 

農業生産だけでなく、復興ツーリズムの推進や再生可能エネルギーの導入、福祉

との連携といった様々な取組みを組み合わせ、これに高齢者や女性等も参画すること

により、地域の所得と雇用を創出していく。 

７ 復興支援の体制等 

（１）復興対策本部・現地対策本部の役割 

（ⅲ）「東日本大震災復興対策本部」及び「現地対策本部」の事務局に、復興過程における

男女共同参画を推進する体制を設けるものとする。 
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○ 「復興・創生期間」における東日本大震災からの復興の基本方針（平成 28年３月 11 日閣議決定） 

 

１．基本的な考え方 

（２）「復興・創生期間」における政府の基本姿勢  

「復興・創生期間」においては、被災者の支援やコミュニティの維持・形成、産業・生業

の再生や「新しい東北」の創造等に関し、女性のリーダーとしての活躍や NPO 等の多様な担

い手の参画がより一層重要となる。復興のあらゆる場・組織への女性の参画拡大を通じて、

復興過程における男女共同参画を一層推進するとともに、引き続き、官民連携に努める。 

 

２．各分野における今後の取組 

（３）産業・生業の再生 

被災地では、人口減少、少子高齢化が進む中、震災以後、人手不足が深刻化しており、地

域の産業の生産性を高め、自立的で、持続可能性の高い、活力ある魅力的な地域経済を再生

することが重要である。このため、「産業復興創造戦略」注に基づき、地域基幹産業と地域の

暮らし・雇用を支える産業のバランスの取れた発展に向け、中小企業の新たな取組・挑戦の

支援、イノベーションや研究開発の推進による産業基盤の再構築、若者や女性を含む人材が

集まり活躍する、暮らしやすい、働きやすい生活・雇用環境の再整備等を政府一丸となって

戦略的に推進する。 

 

注：平成 26 年６月 10 日産業復興の推進に関するタスクフォース決定 
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 備蓄チェックシート 

 

 

 

□ 生理用ナプキン（長時間用もあるとよい） 

□ サニタリーショーツ 

□ 清浄綿 

□ おりものシート 

□ 中身の見えないごみ袋 

 

□ 粉ミルク（調整粉乳）：哺乳瓶の衛生が確保される前提での提供

□ アレルギー用ミルク 

□ 乳幼児用飲料水（軟水）  

□ 哺乳瓶 

□ 哺乳瓶用の消毒剤 

□ 湯沸かし器具（電気が使えない際も想定した乾電池式もしくは発

電式のもの） 

 

□ ベビーフード（アレルギー対応食を含む） 

□ スプーン 

 

□ 小児用紙おむつ 

□ おしりふき 

□ ごみ袋 

□ 乳幼児用着替え 

□ ベビーバス（赤ちゃんのお尻を洗うために必要） 

 

□ 抱っこ紐 

□ 授乳用ポンチョ 

□ 下着（いろいろなサイズ）） 

 

 

 
平常時にしておくべきこと 

・ 食料、生活必需品等については、個々人によってニーズも異なり、また、各人が最低３日分

の量を備蓄することが望ましいことから、備蓄している品目（可能であればメーカー名や製品

名）や量、備蓄場所を住民に示し、各人の備えを促すとよいでしょう。 

・ 備品の品目、数量、備蓄場所及び保管期限を定期的に点検することも必要です。 

女性、子どもに必要な備蓄品目の例 

生理用品 

授乳用品 

紙おむつ用品 

その他 

離乳食用品 
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 避難所チェックシート 

 

 

□ 異性の目線が気にならない物干し場、更衣室、休養スペース等 

□ 授乳室 

□ 間仕切り用パーティションの活用 

□ 乳幼児のいる家庭用エリア  

□ 単身女性や女性のみの世帯用エリア 

□ 安全で行きやすい場所の男女別トイレ（鍵を設置）・入浴設備の設置 

（仮設トイレは、女性用を多めにすることが望ましい） 

□ ユニバーサルデザインのトイレ 

□ 女性トイレ・女性専用スペースへの女性用品の常備 

 

□ 管理責任者への男女両方の配置 

□ 自治的な運営組織の役員への女性の参画の確保 

（女性の割合は少なくとも３割以上を目標にする） 

□ 女性や子育て家庭の意見及びニーズの把握 

（民間支援団体等の協力によるニーズ調査、意見箱、女性リーダーによる意見の集約等） 

□ 女性用品（生理用品、下着等）の女性の担当者による配布 

□ 避難者による食事作り・片付け、清掃等の役割分担 

（男女を問わずできる人が分担し、性別や年齢によって役割を固定化しない） 

□ 相談体制の整備、専門職と連携したメンタルケア・健康相談の実施 

（個室やパーティション等を活用し、プライバシーを確保したスペースで実施） 

□ きめ細かな支援に活用できる避難者名簿の作成及び情報管理の徹底 

（氏名、性別、年齢、支援の必要性（健康状態、保育や介護を要する状況等）、外部からの問合

せに対する情報の開示・非開示の可否、等） 

□ 配偶者からの暴力の被害者等の避難者名簿の管理徹底 

□ 就寝場所や女性専用スペース等の巡回警備、暴力を許さない環境づくり 

□ 防犯ブザーやホイッスルの配布 

□ 不安や悩み、女性に対する暴力等に対する相談窓口の周知、男性相談窓口の周知 

 

 

 

 

女性や子育て家庭に配慮した避難所の開設 

男女共同参画の視点に配慮した避難所の運営管理

平常時にしておくべきこと 

・ 男女共同参画の視点に配慮した避難所の開設・運営の在り方について、地域防災計画や

避難所運営マニュアル等に記載しておくとともに、平常時において、指定避難所とその地域

の住民等による組織を作り、訓練等を通じ、災害時に避難所を円滑に開設・運営できるよ

うにしておくことが必要です。 
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 応急仮設住宅チェックシート 

 

 

□ 応急仮設住宅の計画・設計の意思決定過程への女性の参画 

□ 誰もが使いやすいバリアフリー仕様の設計 

（通路、玄関、風呂等の段差解消、手すりの設置、砂利道の通路を舗装等） 

□ 応急仮設住宅敷地内の屋外照明の設置、死角の解消 

□ 入居者同士の交流等が図れるように、集会所、集会スペース等の設置とともに、

その運営を支援 

 

 

 

□ 管理人への男女両方の配置 

□ 応急仮設住宅団地における自治会等の育成及び役員へ女性の参画の確保 

（女性の割合は少なくとも３割以上を目標にする） 

□ きめ細かな支援に活用できる入居者名簿の作成及び情報管理の徹底 

（氏名、性別、年齢、支援の必要性（健康状態、保育や介護を要する状況等）、外部からの 

問合せに対する情報の開示・非開示の可否、等） 

□ 保健師等の専門職や生活支援員等による入居者の状態把握及び専門的支援の提供

（生活支援員による訪問は男女ペアのスタッフを基本とする（同性によるニーズの聞きと

り、スタッフ側・入居者側双方の安全確保のため）。民間支援団体等との連携を図る） 

□ 不安や悩み、女性に対する暴力等に対する相談窓口の周知、男性相談窓口の周知

□ 自治会や民間支援団体等との連携による生活支援・自立支援の実施 

女性や子育て家庭に配慮した応急仮設住宅の設置 

男女共同参画の視点に配慮した応急仮設住宅の運営 

38



○ リンク集 

① 男女共同参画局の災害対応（内閣府男女共同参画局 HP） 

http://www.gender.go.jp/policy/saigai/index.html 

男女共同参画局が取り組んでいる災害対応についての情報を掲載。 

主な掲載内容は次のとおり。 

・平成 28 年（2016 年）熊本地震対応 

・男女共同参画の視点からの防災・復興の取組指針 

・第３回国連世界防災会議に関すること（仙台防災枠組 2015-2030 等を含む。） 

・男女共同参画の視点からの地域防災 

・東日本大震災対応 

・防災・復興と男女共同参画に関する通知 

② 男女共同参画白書（内閣府男女共同参画局 HP） 

http://www.gender.go.jp/about_danjo/whitepaper/index.html 

男女共同参画社会基本法に基づき作成している年次報告書。 

防災・復興における男女共同参画の現状等について掲載。 

③ 避難所における良好な生活環境の確保に向けた取組指針（内閣府防災担当 HP） 

④ 避難所運営ガイドライン（内閣府防災担当 HP） 

⑤ 避難所におけるトイレの確保・運営ガイドライン（内閣府防災担当 HP） 

⑥ 福祉避難所の確保・運営ガイドライン（内閣府防災担当 HP） 

http://www.bousai.go.jp/taisaku/hinanjo/index.html 

③は、市町村を対象とした、災害対策基本法に基づく避難所における良好な生活環境の確

保及び被災者の避難生活に対するきめ細やかな支援の実施に当たっての参考となるよう生活

環境の確保に関する事項を指針として示したもの。この指針の下に、より具体的な対応につ

いて示すものとして、④～⑥のガイドラインが作成されている。 

⑦ 避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針（内閣府防災担当 HP） 

http://www.bousai.go.jp/taisaku/hisaisyagyousei/youengosya/h25/hinansien.html 

市町村を対象とした、災害対策基本法に基づく避難行動要支援者名簿の作成、名簿情報の

避難支援等関係者等への提供等の事務に係る取組方法等を指針として示したもの。 

⑧ スフィア・プロジェクト 

http://www.janic.org/activ/earthquake/drr/sphere/ 

被災者にとって「正しい」･ 援とは被災者が安定した状況で、尊厳をもって･ 存し、回復

するために、あるべき･ 道対応・実現すべき状況とはどのようなものか。この国際的なプロ

ジェクトでは「人道憲章の枠組みに基づき、生命を守るための主要な分野における最低限満

たされるべき基準」を「スフィア・ハンドブック」にまとめている。 

「給水・衛生・衛生促進」「食糧の確保と栄養」「シェルター（避難所）・居住地・ノン

フードアイテム（食糧以外の生活物資）」「保健活動」の分野で明確な最低基準が示されて

います。災害対策や危機管理計画を立てる際、参考にすべき国際基準となる。 
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○ 防災における女性のリーダーシップ推進に関する検討会 委員名簿 
 

 

 青木 玲子 男女共同参画と災害・復興ネットワーク 書記 

 

 

 浅野 幸子 減災と男女共同参画推進研修センター 共同代表 

 

 

 宇田川 真之  財団法人ひょうご震災記念 21 世紀研究機構 

人と防災未来センター研究部 研究主幹 

 

○大矢根 淳 専修大学人間科学部社会学科 教授 

 

 

 小野 修 総務省消防庁消防大学校 副校長 

 

 

 後藤 至功 佛教大学福祉教育開発センター 講師 

 

 

 坂田 静香 特定非営利活動法人全国女性会館協議会 常任理事・事務局長 

 

 

 宗片 恵美子 特定非営利活動法人イコールネット仙台 代表 

  男女共同参画会議議員、消防審議会委員 

 

 

 

 

 ○座長 

 

（平成 28 年３月現在、五十音順、敬称略） 

 

40



＜データ集＞

北 海 道 65 5 7.7 65 4 6.2 64 4 6.3
青 森 県 57 9 15.8 58 10 17.2 58 11 19.0
岩 手 県 73 11 15.1 67 6 9.0 64 5 7.8
宮 城 県 53 5 9.4 53 5 9.4 53 4 7.5
秋 田 県 60 5 8.3 58 5 8.6 52 5 9.6
山 形 県 59 9 15.3 59 7 11.9 59 7 11.9
福 島 県 51 6 11.8 51 6 11.8 51 5 9.8
茨 城 県 51 6 11.8 50 5 10.0 50 5 10.0
栃 木 県 53 4 7.5 52 4 7.7 48 1 2.1
群 馬 県 48 5 10.4 48 4 8.3 48 4 8.3
埼 玉 県 69 6 8.7 69 4 5.8 69 5 7.2
千 葉 県 61 9 14.8 53 2 3.8 52 1 1.9
東 京 都 65 2 3.1 66 2 3.0 64 3 4.7
神 奈 川 県 55 7 12.7 54 8 14.8 54 8 14.8
新 潟 県 72 18 25.0 70 17 24.3 70 18 25.7
富 山 県 65 9 13.8 64 9 14.1 64 9 14.1
石 川 県 66 6 9.1 65 6 9.2 65 5 7.7
福 井 県 56 2 3.6 56 2 3.6 56 2 3.6
山 梨 県 61 3 4.9 61 3 4.9 60 3 5.0
長 野 県 64 6 9.4 61 5 8.2 62 5 8.1
岐 阜 県 61 11 18.0 60 7 11.7 60 7 11.7
静 岡 県 55 4 7.3 55 4 7.3 54 5 9.3
愛 知 県 74 2 2.7 74 3 4.1 74 3 4.1
三 重 県 54 5 9.3 53 6 11.3 52 5 9.6
滋 賀 県 60 7 11.7 60 9 15.0 59 8 13.6
京 都 府 64 9 14.1 67 11 16.4 65 7 10.8
大 阪 府 59 4 6.8 55 2 3.6 62 3 4.8
兵 庫 県 55 6 10.9 55 6 10.9 55 6 10.9
奈 良 県 60 8 13.3 60 10 16.7 53 4 7.5
和 歌 山 県 51 2 3.9 51 2 3.9 49 2 4.1
鳥 取 県 67 29 43.3 67 27 40.3 65 26 40.0
島 根 県 71 25 35.2 71 18 25.4 71 18 25.4
岡 山 県 56 8 14.3 55 7 12.7 54 7 13.0
広 島 県 58 2 3.4 58 1 1.7 58 1 1.7
山 口 県 56 7 12.5 56 6 10.7 57 6 10.5
徳 島 県 67 27 40.3 69 28 40.6 53 11 20.8
香 川 県 55 7 12.7 55 6 10.9 54 5 9.3
愛 媛 県 59 5 8.5 58 5 8.6 58 4 6.9
高 知 県 57 8 14.0 57 7 12.3 57 6 10.5
福 岡 県 59 6 10.2 59 6 10.2 54 4 7.4
佐 賀 県 68 23 33.8 68 20 29.4 67 20 29.9
長 崎 県 66 7 10.6 66 8 12.1 65 7 10.8
熊 本 県 56 6 10.7 54 2 3.7 55 1 1.8
大 分 県 50 4 8.0 49 5 10.2 44 3 6.8
宮 崎 県 53 5 9.4 53 5 9.4 44 1 2.3
鹿 児 島 県 60 5 8.3 60 5 8.3 60 4 6.7
沖 縄 県 54 7 13.0 55 7 12.7 54 7 13.0

計 2,809 372 13.2 2,780 337 12.1 2,716 291 10.7

委員
総数
（人）

うち女性
委員数
 （人）

女性割合
（％）

委員
総数
（人）

平成27年４月 平成26年４月 平成25年４月

うち女性
委員数
 （人）

女性割合
（％）

委員
総数
（人）

うち女性
委員数
 （人）

女性割合
（％）

都道府県防災会議に占める女性の割合（平成23年～平成27年）

（備考）1．内閣府「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の進捗状況」

より作成。

2．原則として各年４月１日現在。
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＜データ集＞

北 海 道
青 森 県
岩 手 県
宮 城 県
秋 田 県
山 形 県
福 島 県
茨 城 県
栃 木 県
群 馬 県
埼 玉 県
千 葉 県
東 京 都
神 奈 川 県
新 潟 県
富 山 県
石 川 県
福 井 県
山 梨 県
長 野 県
岐 阜 県
静 岡 県
愛 知 県
三 重 県
滋 賀 県
京 都 府
大 阪 府
兵 庫 県
奈 良 県
和 歌 山 県
鳥 取 県
島 根 県
岡 山 県
広 島 県
山 口 県
徳 島 県
香 川 県
愛 媛 県
高 知 県
福 岡 県
佐 賀 県
長 崎 県
熊 本 県
大 分 県
宮 崎 県
鹿 児 島 県
沖 縄 県

計

58 4 6.9 58 3 5.2
49 4 8.2 49 2 4.1
57 1 1.8 55 1 1.8
49 1 2.0 48 1 2.1
54 2 3.7 52 3 5.8
50 2 4.0 50 2 4.0
49 3 6.1 49 4 8.2
45 1 2.2 45 1 2.2
49 2 4.1 49 1 2.0
42 1 2.4 42 1 2.4
63 3 4.8 60 2 3.3
54 1 1.9 54 1 1.9
62 0 0.0 61 0 0.0
49 5 10.2 43 0 0.0
60 12 20.0 58 4 6.9
54 4 7.4 54 4 7.4
60 2 3.3 60 2 3.3
55 1 1.8 53 0 0.0
57 1 1.8 53 1 1.9
57 1 1.8 56 0 0.0
51 3 5.9 50 2 4.0
48 2 4.2 49 1 2.0
66 0 0.0 66 0 0.0
48 1 2.1 46 3 6.5
51 2 3.9 50 1 2.0
59 3 5.1 58 3 5.2
53 1 1.9 50 0 0.0
47 0 0.0 47 0 0.0
52 4 7.7 52 1 1.9
48 0 0.0 47 0 0.0
54 9 16.7 54 9 16.7
59 3 5.1 59 5 8.5
48 3 6.3 46 1 2.2
55 0 0.0 55 0 0.0
57 1 1.8 54 2 3.7
53 10 18.9 50 10 20.0
50 4 8.0 49 4 8.2
44 0 0.0 43 1 2.3
52 3 5.8 44 0 0.0
48 0 0.0 47 0 0.0
52 3 5.8 51 2 3.9
66 3 4.5 64 3 4.7
56 1 1.8 54 1 1.9
44 2 4.5 44 3 6.8
44 1 2.3 44 1 2.3
56 1 1.8 56 1 1.8
50 3 6.0 41 0 0.0

2,484 114 4.6 2,419 87 3.6

平成23年４月

委員
総数
（人）

委員
総数
（人）

うち女性
委員数
 （人）

女性割合
（％）

平成24年４月

うち女性
委員数
 （人）

女性割合
（％）

都道府県防災会議に占める女性の割合（平成23年～平成27年）

（備考）1．内閣府「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の進捗状況」

より作成。

2．原則として各年４月１日現在。
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＜データ集＞

総委員数
(人)

うち女性
委員数

(人)

女性割合
（％）

（参考）
平成26年４月
の女性割合

（％）

0（いない）
1％～5％

未満
5％～

10％未満
10％～

20％未満
20％～

30％未満
30％～

40％未満
40％以上

北 海 道 167 3,807 122 3.2 3.0 59.9 18.6 16.2 4.8 0.6 0.0 0.0

青 森 県 36 681 31 4.6 4.0 50.0 11.1 19.4 16.7 2.8 0.0 0.0

岩 手 県 30 1,006 58 5.8 4.7 30.0 30.0 20.0 16.7 3.3 0.0 0.0

宮 城 県 35 1,015 65 6.4 5.7 31.4 25.7 11.4 28.6 2.9 0.0 0.0

秋 田 県 25 717 65 9.1 6.8 32.0 8.0 24.0 28.0 8.0 0.0 0.0

山 形 県 33 1,024 59 5.8 5.8 24.2 24.2 39.4 9.1 3.0 0.0 0.0

福 島 県 48 1,162 51 4.4 4.7 58.3 10.4 18.8 8.3 4.2 0.0 0.0

茨 城 県 43 1,336 81 6.1 6.4 25.6 32.6 11.6 30.2 0.0 0.0 0.0

栃 木 県 23 656 50 7.6 6.4 26.1 21.7 26.1 21.7 4.3 0.0 0.0

群 馬 県 23 772 54 7.0 5.9 26.1 17.4 34.8 21.7 0.0 0.0 0.0

埼 玉 県 63 2,153 190 8.8 7.7 6.3 25.4 33.3 30.2 4.8 0.0 0.0

千 葉 県 47 1,475 148 10.0 9.1 12.8 12.8 29.8 40.4 2.1 0.0 2.1

東 京 都 60 2,263 270 11.9 11.1 11.7 8.3 21.7 48.3 5.0 3.3 1.7

神 奈 川 県 32 1,002 85 8.5 8.0 18.8 12.5 40.6 25.0 3.1 0.0 0.0

新 潟 県 29 876 49 5.6 5.6 34.5 27.6 17.2 20.7 0.0 0.0 0.0

富 山 県 15 521 24 4.6 4.4 26.7 26.7 46.7 0.0 0.0 0.0 0.0

石 川 県 19 426 24 5.6 6.4 31.6 21.1 36.8 10.5 0.0 0.0 0.0

福 井 県 16 488 41 8.4 7.6 12.5 18.8 25.0 37.5 6.3 0.0 0.0

山 梨 県 25 559 45 8.1 7.6 28.0 12.0 20.0 40.0 0.0 0.0 0.0

長 野 県 77 2,008 140 7.0 7.6 41.6 6.5 27.3 19.5 5.2 0.0 0.0

岐 阜 県 42 981 65 6.6 5.7 31.0 16.7 26.2 23.8 2.4 0.0 0.0

静 岡 県 35 1,032 72 7.0 6.8 22.9 20.0 40.0 11.4 5.7 0.0 0.0

愛 知 県 54 1,473 136 9.2 9.0 13.0 11.1 38.9 31.5 3.7 1.9 0.0

三 重 県 28 885 69 7.8 6.7 14.3 28.6 28.6 25.0 3.6 0.0 0.0

滋 賀 県 19 535 57 10.7 11.0 10.5 5.3 26.3 36.8 15.8 5.3 0.0

京 都 府 26 731 60 8.2 7.9 15.4 26.9 34.6 11.5 7.7 3.8 0.0

大 阪 府 42 1,443 153 10.6 9.6 9.5 14.3 23.8 50.0 2.4 0.0 0.0

兵 庫 県 41 1,297 120 9.3 7.7 14.6 17.1 29.3 31.7 7.3 0.0 0.0

奈 良 県 38 904 82 9.1 6.8 31.6 10.5 21.1 28.9 5.3 2.6 0.0

和 歌 山 県 28 653 46 7.0 7.2 42.9 14.3 17.9 17.9 7.1 0.0 0.0

鳥 取 県 17 348 44 12.6 13.5 23.5 0.0 23.5 41.2 11.8 0.0 0.0

島 根 県 19 618 39 6.3 5.9 15.8 26.3 42.1 15.8 0.0 0.0 0.0

岡 山 県 26 603 92 15.3 16.8 23.1 3.8 26.9 26.9 7.7 3.8 7.7

広 島 県 23 789 57 7.2 6.5 17.4 8.7 47.8 26.1 0.0 0.0 0.0

山 口 県 19 581 63 10.8 9.6 21.1 21.1 26.3 15.8 10.5 5.3 0.0

徳 島 県 24 549 31 5.6 4.8 33.3 16.7 16.7 33.3 0.0 0.0 0.0

香 川 県 16 389 34 8.7 7.2 12.5 12.5 37.5 31.3 6.3 0.0 0.0

愛 媛 県 20 500 26 5.2 3.7 45.0 15.0 20.0 20.0 0.0 0.0 0.0

高 知 県 32 734 66 9.0 8.6 12.5 3.1 53.1 25.0 6.3 0.0 0.0

福 岡 県 54 1,317 177 13.4 12.8 20.4 7.4 22.2 29.6 16.7 3.7 0.0

佐 賀 県 19 432 39 9.0 8.7 36.8 5.3 21.1 26.3 10.5 0.0 0.0

長 崎 県 21 648 37 5.7 5.0 28.6 19.0 28.6 23.8 0.0 0.0 0.0

熊 本 県 45 1,696 124 7.3 5.9 11.1 17.8 55.6 13.3 2.2 0.0 0.0

大 分 県 18 543 39 7.2 6.3 11.1 22.2 33.3 33.3 0.0 0.0 0.0

宮 崎 県 26 800 44 5.5 4.9 26.9 19.2 38.5 15.4 0.0 0.0 0.0

鹿 児 島 県 38 988 43 4.4 4.5 52.6 13.2 21.1 13.2 0.0 0.0 0.0

沖 縄 県 30 685 55 8.0 6.5 33.3 13.3 23.3 23.3 6.7 0.0 0.0

計 1,644 45,920 3,520 7.7 7.1 28.6 15.9 27.2 23.3 4.1 0.6 0.2

都道府県名
市区町
村防災
会議数

市区町村防災会議の委員に占める女性の割合（％）市区町村防災会議の委員

（備考）1．内閣府「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の進捗状況」（平成27年度）より作成。

2．原則として平成27年４月１日現在。

3．全国の市区町村1,741団体を対象に調査を実施し，無回答及び総委員数をゼロと回答した団体を除く1,645団体により集計。

4．「政令指定都市以外の市区」には特別区を含む。

市区町村防災会議の委員に占める女性の割合（平成27年）
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＜データ集＞

うち
女性委員

（人）

うち
女性委員

（人）
北 海 道 札 幌 市 66 7 10.6 北 海 道 余 市 町 21 1 4.8
北 海 道 函 館 市 48 4 8.3 北 海 道 赤 井 川 村 10 0 0.0
北 海 道 小 樽 市 27 4 14.8 北 海 道 南 幌 町 23 0 0.0
北 海 道 旭 川 市 29 6 20.7 北 海 道 奈 井 江 町 23 0 0.0
北 海 道 室 蘭 市 33 1 3.0 北 海 道 上 砂 川 町 19 0 0.0
北 海 道 釧 路 市 39 3 7.7 北 海 道 由 仁 町 22 1 4.5
北 海 道 帯 広 市 26 2 7.7 北 海 道 長 沼 町 31 2 6.5
北 海 道 北 見 市 44 1 2.3 北 海 道 栗 山 町 24 1 4.2
北 海 道 夕 張 市 24 1 4.2 北 海 道 月 形 町 33 1 3.0
北 海 道 岩 見 沢 市 25 0 0.0 北 海 道 浦 臼 町 21 0 0.0
北 海 道 留 萌 市 28 2 7.1 北 海 道 新 十 津 川 町 29 2 6.9
北 海 道 苫 小 牧 市 41 1 2.4 北 海 道 妹 背 牛 町 24 0 0.0
北 海 道 稚 内 市 30 1 3.3 北 海 道 秩 父 別 町 17 0 0.0
北 海 道 美 唄 市 25 0 0.0 北 海 道 雨 竜 町 20 0 0.0
北 海 道 芦 別 市 25 4 16.0 北 海 道 北 竜 町 20 0 0.0
北 海 道 江 別 市 30 3 10.0 北 海 道 沼 田 町 19 0 0.0
北 海 道 赤 平 市 23 2 8.7 北 海 道 東 神 楽 町 12 1 8.3
北 海 道 紋 別 市 29 2 6.9 北 海 道 当 麻 町 26 1 3.8
北 海 道 士 別 市 25 0 0.0 北 海 道 比 布 町 16 0 0.0
北 海 道 名 寄 市 38 3 7.9 北 海 道 愛 別 町 24 0 0.0
北 海 道 三 笠 市 19 0 0.0 北 海 道 上 川 町 26 0 0.0
北 海 道 根 室 市 23 1 4.3 北 海 道 東 川 町 28 0 0.0
北 海 道 千 歳 市 35 3 8.6 北 海 道 美 瑛 町 26 1 3.8
北 海 道 滝 川 市 26 1 3.8 北 海 道 上 富 良 野 町 26 1 3.8
北 海 道 砂 川 市 23 0 0.0 北 海 道 中 富 良 野 町 20 0 0.0
北 海 道 歌 志 内 市 16 1 6.3 北 海 道 南 富 良 野 町 21 2 9.5
北 海 道 登 別 市 28 1 3.6 北 海 道 占 冠 村 18 0 0.0
北 海 道 恵 庭 市 29 4 13.8 北 海 道 和 寒 町 21 1 4.8
北 海 道 伊 達 市 24 0 0.0 北 海 道 剣 淵 町 15 0 0.0
北 海 道 北 広 島 市 27 5 18.5 北 海 道 下 川 町 25 1 4.0
北 海 道 石 狩 市 28 5 17.9 北 海 道 音 威 子 府 村 16 0 0.0
北 海 道 北 斗 市 30 2 6.7 北 海 道 中 川 町 21 0 0.0
北 海 道 当 別 町 24 1 4.2 北 海 道 幌 加 内 町 18 1 5.6
北 海 道 新 篠 津 村 14 0 0.0 北 海 道 小 平 町 18 0 0.0
北 海 道 松 前 町 21 1 4.8 北 海 道 苫 前 町 20 0 0.0
北 海 道 福 島 町 20 0 0.0 北 海 道 羽 幌 町 26 0 0.0
北 海 道 木 古 内 町 17 0 0.0 北 海 道 初 山 別 村 15 0 0.0
北 海 道 七 飯 町 19 1 5.3 北 海 道 遠 別 町 21 0 0.0
北 海 道 鹿 部 町 16 0 0.0 北 海 道 天 塩 町 20 0 0.0
北 海 道 森 町 15 0 0.0 北 海 道 浜 頓 別 町 22 0 0.0
北 海 道 八 雲 町 29 0 0.0 北 海 道 中 頓 別 町 11 0 0.0
北 海 道 長 万 部 町 5 0 0.0 北 海 道 枝 幸 町 24 1 4.2
北 海 道 江 差 町 19 0 0.0 北 海 道 豊 富 町 22 0 0.0
北 海 道 上 ノ 国 町 9 0 0.0 北 海 道 礼 文 町 11 0 0.0
北 海 道 厚 沢 部 町 18 0 0.0 北 海 道 利 尻 富 士 町 20 0 0.0
北 海 道 乙 部 町 17 0 0.0 北 海 道 幌 延 町 16 0 0.0
北 海 道 奥 尻 町 20 1 5.0 北 海 道 美 幌 町 28 0 0.0
北 海 道 今 金 町 25 1 4.0 北 海 道 津 別 町 16 0 0.0
北 海 道 せ た な 町 39 1 2.6 北 海 道 斜 里 町 11 1 9.1
北 海 道 島 牧 村 26 0 0.0 北 海 道 清 里 町 17 1 5.9
北 海 道 寿 都 町 21 0 0.0 北 海 道 小 清 水 町 20 0 0.0
北 海 道 黒 松 内 町 25 0 0.0 北 海 道 訓 子 府 町 16 0 0.0
北 海 道 蘭 越 町 31 0 0.0 北 海 道 置 戸 町 24 0 0.0
北 海 道 ニ セ コ 町 11 0 0.0 北 海 道 佐 呂 間 町 20 0 0.0
北 海 道 真 狩 村 11 0 0.0 北 海 道 遠 軽 町 19 0 0.0
北 海 道 留 寿 都 村 14 0 0.0 北 海 道 湧 別 町 41 0 0.0
北 海 道 喜 茂 別 町 12 0 0.0 北 海 道 滝 上 町 35 1 2.9
北 海 道 倶 知 安 町 29 0 0.0 北 海 道 興 部 町 11 0 0.0
北 海 道 共 和 町 26 0 0.0 北 海 道 西 興 部 村 22 0 0.0
北 海 道 岩 内 町 25 2 8.0 北 海 道 雄 武 町 25 0 0.0
北 海 道 泊 村 21 0 0.0 北 海 道 大 空 町 22 1 4.5
北 海 道 神 恵 内 村 21 0 0.0 北 海 道 壮 瞥 町 26 0 0.0
北 海 道 積 丹 町 21 1 4.8 北 海 道 厚 真 町 22 0 0.0
北 海 道 古 平 町 15 1 6.7 北 海 道 洞 爺 湖 町 19 0 0.0
北 海 道 仁 木 町 22 1 4.5 北 海 道 安 平 町 17 0 0.0

総委員数（人） 総委員数（人）

市区町村防災会議に占める女性の割合（平成27年）

都道府県名 市区町村名
女性割合

（％）
都道府県名 市区町村名

女性割合
（％）
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うち
女性委員

（人）

うち
女性委員

（人）

総委員数（人） 総委員数（人）

都道府県名 市区町村名
女性割合

（％）
都道府県名 市区町村名

女性割合
（％）

北 海 道 む か わ 町 29 0 0.0 青 森 県 東 通 村 17 0 0.0
北 海 道 日 高 町 42 2 4.8 青 森 県 風 間 浦 村 18 1 5.6
北 海 道 平 取 町 21 0 0.0 青 森 県 佐 井 村 18 1 5.6
北 海 道 新 冠 町 20 0 0.0 青 森 県 五 戸 町 16 0 0.0
北 海 道 浦 河 町 23 0 0.0 青 森 県 田 子 町 8 1 12.5
北 海 道 様 似 町 21 0 0.0 青 森 県 南 部 町 20 2 10.0
北 海 道 え り も 町 21 0 0.0 青 森 県 階 上 町 20 0 0.0
北 海 道 新 ひ だ か 町 28 0 0.0 岩 手 県 盛 岡 市 56 13 23.2
北 海 道 音 更 町 31 2 6.5 岩 手 県 宮 古 市 45 2 4.4
北 海 道 士 幌 町 26 4 15.4 岩 手 県 大 船 渡 市 39 4 10.3
北 海 道 上 士 幌 町 18 1 5.6 岩 手 県 北 上 市 44 2 4.5
北 海 道 鹿 追 町 19 0 0.0 岩 手 県 久 慈 市 33 2 6.1
北 海 道 新 得 町 24 0 0.0 岩 手 県 遠 野 市 30 3 10.0
北 海 道 清 水 町 22 0 0.0 岩 手 県 一 関 市 35 4 11.4
北 海 道 芽 室 町 24 2 8.3 岩 手 県 陸 前 高 田 市 27 0 0.0
北 海 道 中 札 内 村 12 1 8.3 岩 手 県 釜 石 市 34 2 5.9
北 海 道 更 別 村 11 0 0.0 岩 手 県 二 戸 市 34 4 11.8
北 海 道 大 樹 町 20 0 0.0 岩 手 県 八 幡 平 市 31 1 3.2
北 海 道 広 尾 町 25 0 0.0 岩 手 県 奥 州 市 51 2 3.9
北 海 道 幕 別 町 27 1 3.7 岩 手 県 滝 沢 市 34 3 8.8
北 海 道 池 田 町 25 0 0.0 岩 手 県 雫 石 町 40 3 7.5
北 海 道 豊 頃 町 29 0 0.0 岩 手 県 葛 巻 町 29 0 0.0
北 海 道 本 別 町 20 0 0.0 岩 手 県 岩 手 町 19 2 10.5
北 海 道 足 寄 町 24 0 0.0 岩 手 県 紫 波 町 36 3 8.3
北 海 道 陸 別 町 13 0 0.0 岩 手 県 矢 巾 町 41 0 0.0
北 海 道 浦 幌 町 18 0 0.0 岩 手 県 西 和 賀 町 30 1 3.3
北 海 道 釧 路 町 27 2 7.4 岩 手 県 金 ヶ 崎 町 37 3 8.1
北 海 道 厚 岸 町 23 1 4.3 岩 手 県 平 泉 町 24 0 0.0
北 海 道 浜 中 町 17 0 0.0 岩 手 県 住 田 町 25 1 4.0
北 海 道 標 茶 町 17 1 5.9 岩 手 県 山 田 町 31 1 3.2
北 海 道 弟 子 屈 町 26 1 3.8 岩 手 県 岩 泉 町 33 0 0.0
北 海 道 鶴 居 村 16 0 0.0 岩 手 県 田 野 畑 村 22 0 0.0
北 海 道 白 糠 町 21 1 4.8 岩 手 県 普 代 村 28 1 3.6
北 海 道 別 海 町 18 0 0.0 岩 手 県 野 田 村 29 0 0.0
北 海 道 中 標 津 町 19 0 0.0 岩 手 県 九 戸 村 24 1 4.2
北 海 道 標 津 町 18 0 0.0 岩 手 県 洋 野 町 37 0 0.0
北 海 道 羅 臼 町 19 0 0.0 岩 手 県 一 戸 町 28 0 0.0
青 森 県 青 森 市 36 1 2.8 宮 城 県 仙 台 市 41 7 17.1
青 森 県 弘 前 市 36 3 8.3 宮 城 県 石 巻 市 60 4 6.7
青 森 県 八 戸 市 35 0 0.0 宮 城 県 塩 竈 市 39 4 10.3
青 森 県 黒 石 市 19 2 10.5 宮 城 県 気 仙 沼 市 39 1 2.6
青 森 県 五 所 川 原 市 25 3 12.0 宮 城 県 白 石 市 33 0 0.0
青 森 県 十 和 田 市 19 0 0.0 宮 城 県 名 取 市 31 1 3.2
青 森 県 三 沢 市 31 1 3.2 宮 城 県 角 田 市 25 1 4.0
青 森 県 む つ 市 25 1 4.0 宮 城 県 多 賀 城 市 25 2 8.0
青 森 県 つ が る 市 21 0 0.0 宮 城 県 岩 沼 市 30 4 13.3
青 森 県 平 川 市 21 1 4.8 宮 城 県 登 米 市 34 0 0.0
青 森 県 平 内 町 17 1 5.9 宮 城 県 栗 原 市 50 1 2.0
青 森 県 蓬 田 村 17 0 0.0 宮 城 県 東 松 島 市 35 1 2.9
青 森 県 外 ヶ 浜 町 14 0 0.0 宮 城 県 大 崎 市 58 6 10.3
青 森 県 鰺 ヶ 沢 町 16 0 0.0 宮 城 県 蔵 王 町 32 1 3.1
青 森 県 深 浦 町 14 3 21.4 宮 城 県 七 ヶ 宿 町 20 0 0.0
青 森 県 西 目 屋 村 11 0 0.0 宮 城 県 大 河 原 町 30 1 3.3
青 森 県 藤 崎 町 16 2 12.5 宮 城 県 村 田 町 18 0 0.0
青 森 県 大 鰐 町 9 0 0.0 宮 城 県 柴 田 町 22 6 27.3
青 森 県 田 舎 館 村 10 0 0.0 宮 城 県 川 崎 町 24 3 12.5
青 森 県 鶴 田 町 9 0 0.0 宮 城 県 丸 森 町 23 0 0.0
青 森 県 中 泊 町 15 0 0.0 宮 城 県 亘 理 町 30 4 13.3
青 森 県 野 辺 地 町 21 4 19.0 宮 城 県 山 元 町 39 3 7.7
青 森 県 七 戸 町 16 1 6.3 宮 城 県 松 島 町 18 0 0.0
青 森 県 六 戸 町 19 0 0.0 宮 城 県 七 ヶ 浜 町 17 3 17.6
青 森 県 横 浜 町 15 0 0.0 宮 城 県 利 府 町 20 2 10.0
青 森 県 東 北 町 19 1 5.3 宮 城 県 大 和 町 24 1 4.2
青 森 県 六 ヶ 所 村 20 0 0.0 宮 城 県 大 郷 町 20 2 10.0
青 森 県 お い ら せ 町 19 2 10.5 宮 城 県 富 谷 町 27 4 14.8
青 森 県 大 間 町 19 0 0.0 宮 城 県 大 衡 村 15 0 0.0
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宮 城 県 色 麻 町 23 0 0.0 福 島 県 郡 山 市 50 2 4.0
宮 城 県 加 美 町 21 2 9.5 福 島 県 い わ き 市 38 9 23.7
宮 城 県 涌 谷 町 24 0 0.0 福 島 県 白 河 市 32 0 0.0
宮 城 県 美 里 町 25 1 4.0 福 島 県 須 賀 川 市 30 2 6.7
宮 城 県 女 川 町 20 0 0.0 福 島 県 喜 多 方 市 23 2 8.7
宮 城 県 南 三 陸 町 23 0 0.0 福 島 県 二 本 松 市 30 6 20.0
秋 田 県 秋 田 市 54 8 14.8 福 島 県 田 村 市 44 1 2.3
秋 田 県 能 代 市 42 11 26.2 福 島 県 南 相 馬 市 35 2 5.7
秋 田 県 横 手 市 49 10 20.4 福 島 県 伊 達 市 33 0 0.0
秋 田 県 大 館 市 44 3 6.8 福 島 県 本 宮 市 22 1 4.5
秋 田 県 男 鹿 市 27 0 0.0 福 島 県 桑 折 町 31 3 9.7
秋 田 県 湯 沢 市 26 0 0.0 福 島 県 国 見 町 20 0 0.0
秋 田 県 鹿 角 市 26 2 7.7 福 島 県 川 俣 町 20 0 0.0
秋 田 県 由 利 本 荘 市 38 2 5.3 福 島 県 大 玉 村 23 0 0.0
秋 田 県 潟 上 市 28 2 7.1 福 島 県 天 栄 村 22 0 0.0
秋 田 県 大 仙 市 33 6 18.2 福 島 県 下 郷 町 26 0 0.0
秋 田 県 北 秋 田 市 29 4 13.8 福 島 県 檜 枝 岐 村 13 0 0.0
秋 田 県 に か ほ 市 31 2 6.5 福 島 県 只 見 町 16 0 0.0
秋 田 県 仙 北 市 22 0 0.0 福 島 県 南 会 津 町 14 0 0.0
秋 田 県 小 坂 町 22 3 13.6 福 島 県 北 塩 原 村 11 0 0.0
秋 田 県 上 小 阿 仁 村 16 0 0.0 福 島 県 西 会 津 町 21 2 9.5
秋 田 県 藤 里 町 25 3 12.0 福 島 県 猪 苗 代 町 21 1 4.8
秋 田 県 三 種 町 18 0 0.0 福 島 県 会 津 坂 下 町 32 0 0.0
秋 田 県 八 峰 町 20 2 10.0 福 島 県 柳 津 町 14 0 0.0
秋 田 県 五 城 目 町 33 1 3.0 福 島 県 金 山 町 20 0 0.0
秋 田 県 八 郎 潟 町 14 0 0.0 福 島 県 昭 和 村 6 0 0.0
秋 田 県 井 川 町 18 0 0.0 福 島 県 会 津 美 里 町 27 0 0.0
秋 田 県 大 潟 村 25 1 4.0 福 島 県 泉 崎 村 8 1 12.5
秋 田 県 美 郷 町 26 0 0.0 福 島 県 中 島 村 14 0 0.0
秋 田 県 羽 後 町 25 3 12.0 福 島 県 矢 吹 町 13 0 0.0
秋 田 県 東 成 瀬 村 26 2 7.7 福 島 県 棚 倉 町 18 0 0.0
山 形 県 山 形 市 51 2 3.9 福 島 県 塙 町 20 0 0.0
山 形 県 米 沢 市 39 5 12.8 福 島 県 鮫 川 村 15 0 0.0
山 形 県 鶴 岡 市 66 3 4.5 福 島 県 石 川 町 27 1 3.7
山 形 県 酒 田 市 46 4 8.7 福 島 県 玉 川 村 27 2 7.4
山 形 県 新 庄 市 28 3 10.7 福 島 県 浅 川 町 23 2 8.7
山 形 県 寒 河 江 市 34 3 8.8 福 島 県 古 殿 町 25 3 12.0
山 形 県 上 山 市 37 1 2.7 福 島 県 三 春 町 40 4 10.0
山 形 県 村 山 市 37 3 8.1 福 島 県 広 野 町 18 0 0.0
山 形 県 長 井 市 26 6 23.1 福 島 県 楢 葉 町 42 0 0.0
山 形 県 天 童 市 39 2 5.1 福 島 県 富 岡 町 17 0 0.0
山 形 県 東 根 市 45 3 6.7 福 島 県 川 内 村 8 1 12.5
山 形 県 尾 花 沢 市 36 3 8.3 福 島 県 大 熊 町 18 0 0.0
山 形 県 山 辺 町 29 2 6.9 福 島 県 浪 江 町 17 0 0.0
山 形 県 河 北 町 21 0 0.0 福 島 県 新 地 町 20 0 0.0
山 形 県 西 川 町 22 1 4.5 福 島 県 飯 舘 村 23 0 0.0
山 形 県 朝 日 町 30 1 3.3 茨 城 県 水 戸 市 42 5 11.9
山 形 県 大 江 町 27 0 0.0 茨 城 県 日 立 市 41 2 4.9
山 形 県 大 石 田 町 24 0 0.0 茨 城 県 土 浦 市 45 7 15.6
山 形 県 金 山 町 24 0 0.0 茨 城 県 古 河 市 46 2 4.3
山 形 県 最 上 町 26 1 3.8 茨 城 県 石 岡 市 43 2 4.7
山 形 県 舟 形 町 20 0 0.0 茨 城 県 結 城 市 27 3 11.1
山 形 県 真 室 川 町 24 0 0.0 茨 城 県 龍 ケ 崎 市 38 2 5.3
山 形 県 大 蔵 村 26 0 0.0 茨 城 県 下 妻 市 36 6 16.7
山 形 県 鮭 川 村 31 1 3.2 茨 城 県 常 陸 太 田 市 21 0 0.0
山 形 県 戸 沢 村 31 0 0.0 茨 城 県 常 総 市 31 0 0.0
山 形 県 高 畠 町 19 1 5.3 茨 城 県 高 萩 市 25 1 4.0
山 形 県 川 西 町 20 1 5.0 茨 城 県 北 茨 城 市 29 2 6.9
山 形 県 小 国 町 32 5 15.6 茨 城 県 笠 間 市 33 1 3.0
山 形 県 白 鷹 町 24 2 8.3 茨 城 県 取 手 市 42 0 0.0
山 形 県 飯 豊 町 17 1 5.9 茨 城 県 牛 久 市 35 0 0.0
山 形 県 三 川 町 29 1 3.4 茨 城 県 つ く ば 市 38 1 2.6
山 形 県 庄 内 町 35 2 5.7 茨 城 県 ひ た ち な か 市 26 0 0.0
山 形 県 遊 佐 町 29 2 6.9 茨 城 県 鹿 嶋 市 26 1 3.8
福 島 県 福 島 市 53 3 5.7 茨 城 県 潮 来 市 23 1 4.3
福 島 県 会 津 若 松 市 42 3 7.1 茨 城 県 守 谷 市 32 4 12.5
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茨 城 県 常 陸 大 宮 市 34 4 11.8 群 馬 県 明 和 町 21 1 4.8
茨 城 県 那 珂 市 23 1 4.3 群 馬 県 大 泉 町 27 0 0.0
茨 城 県 筑 西 市 20 2 10.0 群 馬 県 邑 楽 町 24 2 8.3
茨 城 県 坂 東 市 39 4 10.3 埼 玉 県 さ い た ま 市 81 4 4.9
茨 城 県 稲 敷 市 34 1 2.9 埼 玉 県 川 越 市 41 2 4.9
茨 城 県 かすみがうら市 30 5 16.7 埼 玉 県 熊 谷 市 48 5 10.4
茨 城 県 桜 川 市 30 1 3.3 埼 玉 県 川 口 市 64 7 10.9
茨 城 県 神 栖 市 39 3 7.7 埼 玉 県 行 田 市 34 4 11.8
茨 城 県 行 方 市 20 2 10.0 埼 玉 県 秩 父 市 50 2 4.0
茨 城 県 鉾 田 市 27 1 3.7 埼 玉 県 所 沢 市 42 5 11.9
茨 城 県 つくばみらい市 34 4 11.8 埼 玉 県 飯 能 市 52 5 9.6
茨 城 県 小 美 玉 市 36 2 5.6 埼 玉 県 加 須 市 50 3 6.0
茨 城 県 城 里 町 14 0 0.0 埼 玉 県 本 庄 市 39 4 10.3
茨 城 県 茨 城 町 16 1 6.3 埼 玉 県 東 松 山 市 32 2 6.3
茨 城 県 大 洗 町 33 1 3.0 埼 玉 県 春 日 部 市 32 1 3.1
茨 城 県 東 海 村 22 0 0.0 埼 玉 県 狭 山 市 36 6 16.7
茨 城 県 大 子 町 25 0 0.0 埼 玉 県 羽 生 市 30 4 13.3
茨 城 県 美 浦 村 25 3 12.0 埼 玉 県 鴻 巣 市 41 5 12.2
茨 城 県 阿 見 町 35 5 14.3 埼 玉 県 深 谷 市 47 4 8.5
茨 城 県 河 内 町 25 0 0.0 埼 玉 県 上 尾 市 33 1 3.0
茨 城 県 八 千 代 町 33 1 3.0 埼 玉 県 草 加 市 34 3 8.8
茨 城 県 境 町 30 0 0.0 埼 玉 県 越 谷 市 37 5 13.5
茨 城 県 利 根 町 33 0 0.0 埼 玉 県 蕨 市 35 9 25.7
栃 木 県 宇 都 宮 市 47 1 2.1 埼 玉 県 戸 田 市 34 8 23.5
栃 木 県 足 利 市 40 3 7.5 埼 玉 県 入 間 市 30 1 3.3
栃 木 県 栃 木 市 41 5 12.2 埼 玉 県 朝 霞 市 39 2 5.1
栃 木 県 佐 野 市 47 4 8.5 埼 玉 県 志 木 市 37 3 8.1
栃 木 県 鹿 沼 市 35 2 5.7 埼 玉 県 和 光 市 32 6 18.8
栃 木 県 日 光 市 53 12 22.6 埼 玉 県 新 座 市 40 8 20.0
栃 木 県 小 山 市 30 3 10.0 埼 玉 県 桶 川 市 30 3 10.0
栃 木 県 真 岡 市 28 0 0.0 埼 玉 県 久 喜 市 44 5 11.4
栃 木 県 大 田 原 市 44 5 11.4 埼 玉 県 北 本 市 44 7 15.9
栃 木 県 矢 板 市 19 3 15.8 埼 玉 県 八 潮 市 35 6 17.1
栃 木 県 さ く ら 市 20 3 15.0 埼 玉 県 富 士 見 市 30 1 3.3
栃 木 県 那 須 烏 山 市 11 1 9.1 埼 玉 県 三 郷 市 36 6 16.7
栃 木 県 下 野 市 27 2 7.4 埼 玉 県 蓮 田 市 21 1 4.8
栃 木 県 益 子 町 22 0 0.0 埼 玉 県 坂 戸 市 33 1 3.0
栃 木 県 茂 木 町 26 1 3.8 埼 玉 県 幸 手 市 37 3 8.1
栃 木 県 市 貝 町 18 0 0.0 埼 玉 県 鶴 ヶ 島 市 32 4 12.5
栃 木 県 芳 賀 町 29 2 6.9 埼 玉 県 日 高 市 31 3 9.7
栃 木 県 壬 生 町 22 1 4.5 埼 玉 県 吉 川 市 33 2 6.1
栃 木 県 野 木 町 30 1 3.3 埼 玉 県 ふ じ み 野 市 33 3 9.1
栃 木 県 塩 谷 町 21 1 4.8 埼 玉 県 白 岡 市 31 2 6.5
栃 木 県 高 根 沢 町 14 0 0.0 埼 玉 県 伊 奈 町 27 2 7.4
栃 木 県 那 須 町 18 0 0.0 埼 玉 県 三 芳 町 26 2 7.7
栃 木 県 那 珂 川 町 14 0 0.0 埼 玉 県 毛 呂 山 町 30 2 6.7
群 馬 県 前 橋 市 41 5 12.2 埼 玉 県 越 生 町 29 1 3.4
群 馬 県 高 崎 市 40 6 15.0 埼 玉 県 滑 川 町 21 0 0.0
群 馬 県 桐 生 市 32 2 6.3 埼 玉 県 嵐 山 町 25 1 4.0
群 馬 県 伊 勢 崎 市 59 10 16.9 埼 玉 県 小 川 町 22 1 4.5
群 馬 県 太 田 市 36 4 11.1 埼 玉 県 川 島 町 32 1 3.1
群 馬 県 沼 田 市 38 3 7.9 埼 玉 県 吉 見 町 27 2 7.4
群 馬 県 館 林 市 37 4 10.8 埼 玉 県 鳩 山 町 28 2 7.1
群 馬 県 渋 川 市 45 4 8.9 埼 玉 県 と き が わ 町 35 2 5.7
群 馬 県 藤 岡 市 48 2 4.2 埼 玉 県 横 瀬 町 30 1 3.3
群 馬 県 富 岡 市 51 4 7.8 埼 玉 県 皆 野 町 22 0 0.0
群 馬 県 安 中 市 29 2 6.9 埼 玉 県 長 瀞 町 25 1 4.0
群 馬 県 榛 東 村 29 1 3.4 埼 玉 県 小 鹿 野 町 26 1 3.8
群 馬 県 神 流 町 32 0 0.0 埼 玉 県 東 秩 父 村 21 0 0.0
群 馬 県 下 仁 田 町 19 0 0.0 埼 玉 県 美 里 町 20 0 0.0
群 馬 県 嬬 恋 村 30 2 6.7 埼 玉 県 神 川 町 19 2 10.5
群 馬 県 草 津 町 40 0 0.0 埼 玉 県 上 里 町 18 1 5.6
群 馬 県 高 山 村 19 0 0.0 埼 玉 県 寄 居 町 34 2 5.9
群 馬 県 川 場 村 18 1 5.6 埼 玉 県 宮 代 町 34 4 11.8
群 馬 県 昭 和 村 19 0 0.0 埼 玉 県 杉 戸 町 38 4 10.5
群 馬 県 板 倉 町 38 1 2.6 埼 玉 県 松 伏 町 24 2 8.3
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千 葉 県 千 葉 市 74 5 6.8 東 京 都 練 馬 区 47 9 19.1
千 葉 県 銚 子 市 27 2 7.4 東 京 都 足 立 区 62 3 4.8
千 葉 県 市 川 市 50 8 16.0 東 京 都 葛 飾 区 51 6 11.8
千 葉 県 船 橋 市 44 5 11.4 東 京 都 江 戸 川 区 70 6 8.6
千 葉 県 館 山 市 35 2 5.7 東 京 都 八 王 子 市 48 9 18.8
千 葉 県 木 更 津 市 35 4 11.4 東 京 都 立 川 市 41 4 9.8
千 葉 県 松 戸 市 43 9 20.9 東 京 都 武 蔵 野 市 28 4 14.3
千 葉 県 野 田 市 35 14 40.0 東 京 都 三 鷹 市 34 7 20.6
千 葉 県 茂 原 市 30 3 10.0 東 京 都 青 梅 市 34 3 8.8
千 葉 県 成 田 市 45 6 13.3 東 京 都 府 中 市 28 4 14.3
千 葉 県 佐 倉 市 35 4 11.4 東 京 都 昭 島 市 41 4 9.8
千 葉 県 東 金 市 28 3 10.7 東 京 都 調 布 市 34 5 14.7
千 葉 県 旭 市 26 0 0.0 東 京 都 町 田 市 34 2 5.9
千 葉 県 習 志 野 市 39 4 10.3 東 京 都 小 金 井 市 30 11 36.7
千 葉 県 柏 市 41 6 14.6 東 京 都 小 平 市 34 6 17.6
千 葉 県 市 原 市 41 4 9.8 東 京 都 日 野 市 28 7 25.0
千 葉 県 流 山 市 31 5 16.1 東 京 都 東 村 山 市 33 6 18.2
千 葉 県 八 千 代 市 31 3 9.7 東 京 都 国 分 寺 市 34 3 8.8
千 葉 県 我 孫 子 市 41 3 7.3 東 京 都 国 立 市 25 3 12.0
千 葉 県 鴨 川 市 24 2 8.3 東 京 都 福 生 市 28 2 7.1
千 葉 県 鎌 ケ 谷 市 29 4 13.8 東 京 都 狛 江 市 30 5 16.7
千 葉 県 君 津 市 31 4 12.9 東 京 都 東 大 和 市 25 5 20.0
千 葉 県 富 津 市 26 1 3.8 東 京 都 清 瀬 市 26 11 42.3
千 葉 県 浦 安 市 26 5 19.2 東 京 都 東 久 留 米 市 23 8 34.8
千 葉 県 四 街 道 市 33 4 12.1 東 京 都 武 蔵 村 山 市 30 3 10.0
千 葉 県 袖 ケ 浦 市 30 1 3.3 東 京 都 多 摩 市 25 4 16.0
千 葉 県 八 街 市 29 1 3.4 東 京 都 稲 城 市 19 3 15.8
千 葉 県 印 西 市 38 2 5.3 東 京 都 羽 村 市 27 3 11.1
千 葉 県 富 里 市 33 5 15.2 東 京 都 あ き る 野 市 35 4 11.4
千 葉 県 南 房 総 市 33 1 3.0 東 京 都 西 東 京 市 33 6 18.2
千 葉 県 匝 瑳 市 30 0 0.0 東 京 都 瑞 穂 町 30 3 10.0
千 葉 県 香 取 市 33 3 9.1 東 京 都 日 の 出 町 36 5 13.9
千 葉 県 山 武 市 31 6 19.4 東 京 都 檜 原 村 18 0 0.0
千 葉 県 い す み 市 14 1 7.1 東 京 都 奥 多 摩 町 29 0 0.0
千 葉 県 大 網 白 里 市 34 2 5.9 東 京 都 大 島 町 21 2 9.5
千 葉 県 酒 々 井 町 30 0 0.0 東 京 都 利 島 村 7 0 0.0
千 葉 県 神 崎 町 7 0 0.0 東 京 都 新 島 村 25 0 0.0
千 葉 県 多 古 町 26 1 3.8 東 京 都 神 津 島 村 20 1 5.0
千 葉 県 九 十 九 里 町 20 1 5.0 東 京 都 三 宅 村 22 0 0.0
千 葉 県 芝 山 町 27 1 3.7 東 京 都 青 ヶ 島 村 8 0 0.0
千 葉 県 横 芝 光 町 27 4 14.8 東 京 都 小 笠 原 村 23 0 0.0
千 葉 県 一 宮 町 27 3 11.1 神 奈 川 県 横 浜 市 61 6 9.8
千 葉 県 睦 沢 町 22 2 9.1 神 奈 川 県 川 崎 市 65 6 9.2
千 葉 県 長 生 村 25 0 0.0 神 奈 川 県 相 模 原 市 45 4 8.9
千 葉 県 長 柄 町 17 0 0.0 神 奈 川 県 横 須 賀 市 33 4 12.1
千 葉 県 長 南 町 23 2 8.7 神 奈 川 県 平 塚 市 36 1 2.8
千 葉 県 大 多 喜 町 19 2 10.5 神 奈 川 県 鎌 倉 市 36 2 5.6
東 京 都 千 代 田 区 55 2 3.6 神 奈 川 県 藤 沢 市 38 2 5.3
東 京 都 中 央 区 60 5 8.3 神 奈 川 県 小 田 原 市 38 8 21.1
東 京 都 港 区 70 10 14.3 神 奈 川 県 茅 ヶ 崎 市 75 4 5.3
東 京 都 新 宿 区 47 3 6.4 神 奈 川 県 逗 子 市 31 3 9.7
東 京 都 文 京 区 48 5 10.4 神 奈 川 県 三 浦 市 32 3 9.4
東 京 都 台 東 区 48 2 4.2 神 奈 川 県 秦 野 市 35 3 8.6
東 京 都 墨 田 区 50 6 12.0 神 奈 川 県 厚 木 市 35 3 8.6
東 京 都 江 東 区 54 7 13.0 神 奈 川 県 大 和 市 35 4 11.4
東 京 都 品 川 区 62 2 3.2 神 奈 川 県 海 老 名 市 30 3 10.0
東 京 都 目 黒 区 30 5 16.7 神 奈 川 県 座 間 市 32 4 12.5
東 京 都 大 田 区 56 8 14.3 神 奈 川 県 南 足 柄 市 24 3 12.5
東 京 都 世 田 谷 区 52 9 17.3 神 奈 川 県 綾 瀬 市 35 3 8.6
東 京 都 渋 谷 区 43 2 4.7 神 奈 川 県 葉 山 町 28 5 17.9
東 京 都 中 野 区 44 3 6.8 神 奈 川 県 寒 川 町 22 2 9.1
東 京 都 杉 並 区 33 4 12.1 神 奈 川 県 大 磯 町 24 1 4.2
東 京 都 豊 島 区 70 13 18.6 神 奈 川 県 二 宮 町 24 1 4.2
東 京 都 北 区 51 6 11.8 神 奈 川 県 中 井 町 15 0 0.0
東 京 都 荒 川 区 60 8 13.3 神 奈 川 県 大 井 町 20 3 15.0
東 京 都 板 橋 区 54 3 5.6 神 奈 川 県 松 田 町 15 0 0.0
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神 奈 川 県 山 北 町 18 0 0.0 石 川 県 宝 達 志 水 町 18 0 0.0
神 奈 川 県 開 成 町 15 0 0.0 石 川 県 中 能 登 町 13 2 15.4
神 奈 川 県 箱 根 町 23 1 4.3 石 川 県 穴 水 町 18 0 0.0
神 奈 川 県 真 鶴 町 15 0 0.0 石 川 県 能 登 町 12 0 0.0
神 奈 川 県 湯 河 原 町 26 4 15.4 福 井 県 福 井 市 57 2 3.5
神 奈 川 県 愛 川 町 30 2 6.7 福 井 県 敦 賀 市 34 2 5.9
神 奈 川 県 清 川 村 11 0 0.0 福 井 県 小 浜 市 28 1 3.6
新 潟 県 新 潟 市 69 11 15.9 福 井 県 大 野 市 26 4 15.4
新 潟 県 長 岡 市 52 3 5.8 福 井 県 勝 山 市 38 10 26.3
新 潟 県 三 条 市 38 1 2.6 福 井 県 鯖 江 市 25 3 12.0
新 潟 県 柏 崎 市 43 2 4.7 福 井 県 あ わ ら 市 19 2 10.5
新 潟 県 新 発 田 市 28 2 7.1 福 井 県 越 前 市 38 5 13.2
新 潟 県 小 千 谷 市 19 0 0.0 福 井 県 坂 井 市 29 3 10.3
新 潟 県 加 茂 市 42 1 2.4 福 井 県 永 平 寺 町 20 1 5.0
新 潟 県 十 日 町 市 30 3 10.0 福 井 県 南 越 前 町 27 0 0.0
新 潟 県 見 附 市 29 1 3.4 福 井 県 越 前 町 24 3 12.5
新 潟 県 村 上 市 35 1 2.9 福 井 県 美 浜 町 28 1 3.6
新 潟 県 燕 市 41 5 12.2 福 井 県 高 浜 町 35 2 5.7
新 潟 県 糸 魚 川 市 37 0 0.0 福 井 県 お お い 町 36 0 0.0
新 潟 県 妙 高 市 25 0 0.0 福 井 県 若 狭 町 24 2 8.3
新 潟 県 五 泉 市 43 5 11.6 山 梨 県 甲 府 市 40 4 10.0
新 潟 県 上 越 市 43 1 2.3 山 梨 県 富 士 吉 田 市 17 2 11.8
新 潟 県 阿 賀 野 市 23 4 17.4 山 梨 県 都 留 市 17 1 5.9
新 潟 県 佐 渡 市 32 1 3.1 山 梨 県 山 梨 市 47 2 4.3
新 潟 県 魚 沼 市 34 1 2.9 山 梨 県 大 月 市 25 0 0.0
新 潟 県 南 魚 沼 市 24 2 8.3 山 梨 県 韮 崎 市 20 2 10.0
新 潟 県 胎 内 市 14 0 0.0 山 梨 県 南 ア ル プ ス 市 29 5 17.2
新 潟 県 聖 籠 町 30 3 10.0 山 梨 県 北 杜 市 40 3 7.5
新 潟 県 弥 彦 村 19 0 0.0 山 梨 県 甲 斐 市 30 4 13.3
新 潟 県 田 上 町 25 0 0.0 山 梨 県 笛 吹 市 26 3 11.5
新 潟 県 阿 賀 町 13 0 0.0 山 梨 県 上 野 原 市 21 4 19.0
新 潟 県 出 雲 崎 町 20 1 5.0 山 梨 県 甲 州 市 28 1 3.6
新 潟 県 湯 沢 町 22 0 0.0 山 梨 県 中 央 市 20 2 10.0
新 潟 県 津 南 町 8 0 0.0 山 梨 県 市 川 三 郷 町 21 1 4.8
新 潟 県 刈 羽 村 25 0 0.0 山 梨 県 早 川 町 15 0 0.0
新 潟 県 関 川 村 13 1 7.7 山 梨 県 南 部 町 25 4 16.0
富 山 県 富 山 市 50 2 4.0 山 梨 県 富 士 川 町 19 1 5.3
富 山 県 高 岡 市 66 4 6.1 山 梨 県 昭 和 町 29 2 6.9
富 山 県 魚 津 市 29 2 6.9 山 梨 県 道 志 村 1 0 0.0
富 山 県 氷 見 市 32 0 0.0 山 梨 県 西 桂 町 33 2 6.1
富 山 県 滑 川 市 30 1 3.3 山 梨 県 忍 野 村 16 2 12.5
富 山 県 黒 部 市 40 2 5.0 山 梨 県 山 中 湖 村 1 0 0.0
富 山 県 砺 波 市 36 3 8.3 山 梨 県 鳴 沢 村 14 0 0.0
富 山 県 小 矢 部 市 35 3 8.6 山 梨 県 小 菅 村 9 0 0.0
富 山 県 南 砺 市 32 1 3.1 山 梨 県 丹 波 山 村 16 0 0.0
富 山 県 射 水 市 35 3 8.6 長 野 県 長 野 市 59 6 10.2
富 山 県 舟 橋 村 7 0 0.0 長 野 県 松 本 市 54 1 1.9
富 山 県 上 市 町 31 0 0.0 長 野 県 上 田 市 46 5 10.9
富 山 県 立 山 町 19 0 0.0 長 野 県 岡 谷 市 29 3 10.3
富 山 県 入 善 町 35 2 5.7 長 野 県 飯 田 市 37 3 8.1
富 山 県 朝 日 町 44 1 2.3 長 野 県 諏 訪 市 33 7 21.2
石 川 県 金 沢 市 50 4 8.0 長 野 県 須 坂 市 35 5 14.3
石 川 県 七 尾 市 47 3 6.4 長 野 県 小 諸 市 32 3 9.4
石 川 県 小 松 市 26 2 7.7 長 野 県 伊 那 市 37 2 5.4
石 川 県 輪 島 市 24 1 4.2 長 野 県 駒 ヶ 根 市 38 5 13.2
石 川 県 珠 洲 市 26 1 3.8 長 野 県 中 野 市 37 3 8.1
石 川 県 加 賀 市 21 1 4.8 長 野 県 大 町 市 32 2 6.3
石 川 県 羽 咋 市 20 0 0.0 長 野 県 飯 山 市 26 3 11.5
石 川 県 か ほ く 市 20 0 0.0 長 野 県 茅 野 市 43 5 11.6
石 川 県 白 山 市 25 2 8.0 長 野 県 塩 尻 市 34 7 20.6
石 川 県 能 美 市 14 1 7.1 長 野 県 佐 久 市 40 3 7.5
石 川 県 野 々 市 市 21 4 19.0 長 野 県 千 曲 市 30 5 16.7
石 川 県 川 北 町 10 0 0.0 長 野 県 東 御 市 31 3 9.7
石 川 県 津 幡 町 20 1 5.0 長 野 県 安 曇 野 市 37 6 16.2
石 川 県 内 灘 町 21 1 4.8 長 野 県 小 海 町 15 0 0.0
石 川 県 志 賀 町 20 1 5.0 長 野 県 川 上 村 21 0 0.0
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長 野 県 南 牧 村 12 2 16.7 岐 阜 県 美 濃 加 茂 市 19 1 5.3
長 野 県 南 相 木 村 10 0 0.0 岐 阜 県 土 岐 市 33 2 6.1
長 野 県 北 相 木 村 9 0 0.0 岐 阜 県 各 務 原 市 33 5 15.2
長 野 県 佐 久 穂 町 17 0 0.0 岐 阜 県 可 児 市 28 5 17.9
長 野 県 軽 井 沢 町 37 8 21.6 岐 阜 県 山 県 市 28 3 10.7
長 野 県 御 代 田 町 30 2 6.7 岐 阜 県 瑞 穂 市 26 2 7.7
長 野 県 立 科 町 23 2 8.7 岐 阜 県 飛 騨 市 27 1 3.7
長 野 県 青 木 村 34 5 14.7 岐 阜 県 本 巣 市 24 1 4.2
長 野 県 長 和 町 60 0 0.0 岐 阜 県 郡 上 市 30 4 13.3
長 野 県 下 諏 訪 町 29 3 10.3 岐 阜 県 下 呂 市 21 1 4.8
長 野 県 富 士 見 町 25 0 0.0 岐 阜 県 海 津 市 26 3 11.5
長 野 県 原 村 15 0 0.0 岐 阜 県 岐 南 町 19 0 0.0
長 野 県 辰 野 町 30 2 6.7 岐 阜 県 笠 松 町 13 0 0.0
長 野 県 箕 輪 町 29 4 13.8 岐 阜 県 養 老 町 19 2 10.5
長 野 県 飯 島 町 40 8 20.0 岐 阜 県 垂 井 町 22 0 0.0
長 野 県 南 箕 輪 村 20 1 5.0 岐 阜 県 関 ヶ 原 町 11 2 18.2
長 野 県 中 川 村 24 0 0.0 岐 阜 県 神 戸 町 12 0 0.0
長 野 県 宮 田 村 25 0 0.0 岐 阜 県 輪 之 内 町 35 0 0.0
長 野 県 松 川 町 25 0 0.0 岐 阜 県 安 八 町 15 0 0.0
長 野 県 高 森 町 15 1 6.7 岐 阜 県 揖 斐 川 町 22 0 0.0
長 野 県 阿 南 町 11 0 0.0 岐 阜 県 大 野 町 9 0 0.0
長 野 県 阿 智 村 15 0 0.0 岐 阜 県 池 田 町 14 1 7.1
長 野 県 平 谷 村 10 0 0.0 岐 阜 県 北 方 町 21 1 4.8
長 野 県 根 羽 村 14 0 0.0 岐 阜 県 坂 祝 町 25 5 20.0
長 野 県 下 條 村 13 1 7.7 岐 阜 県 富 加 町 15 0 0.0
長 野 県 売 木 村 7 0 0.0 岐 阜 県 川 辺 町 19 2 10.5
長 野 県 天 龍 村 21 0 0.0 岐 阜 県 七 宗 町 23 2 8.7
長 野 県 泰 阜 村 10 0 0.0 岐 阜 県 八 百 津 町 22 0 0.0
長 野 県 喬 木 村 22 2 9.1 岐 阜 県 白 川 町 27 1 3.7
長 野 県 豊 丘 村 75 2 2.7 岐 阜 県 東 白 川 村 19 0 0.0
長 野 県 大 鹿 村 15 0 0.0 岐 阜 県 御 嵩 町 20 2 10.0
長 野 県 上 松 町 30 1 3.3 岐 阜 県 白 川 村 15 1 6.7
長 野 県 南 木 曽 町 16 0 0.0 静 岡 県 静 岡 市 45 4 8.9
長 野 県 木 祖 村 36 0 0.0 静 岡 県 浜 松 市 33 2 6.1
長 野 県 王 滝 村 14 1 7.1 静 岡 県 沼 津 市 40 3 7.5
長 野 県 大 桑 村 22 2 9.1 静 岡 県 熱 海 市 28 2 7.1
長 野 県 木 曽 町 25 1 4.0 静 岡 県 三 島 市 35 9 25.7
長 野 県 麻 績 村 19 1 5.3 静 岡 県 富 士 宮 市 39 3 7.7
長 野 県 生 坂 村 23 1 4.3 静 岡 県 伊 東 市 46 2 4.3
長 野 県 山 形 村 20 0 0.0 静 岡 県 島 田 市 39 3 7.7
長 野 県 朝 日 村 29 2 6.9 静 岡 県 富 士 市 40 4 10.0
長 野 県 筑 北 村 18 0 0.0 静 岡 県 磐 田 市 25 1 4.0
長 野 県 池 田 町 34 0 0.0 静 岡 県 焼 津 市 32 2 6.3
長 野 県 松 川 村 19 2 10.5 静 岡 県 掛 川 市 30 7 23.3
長 野 県 白 馬 村 22 0 0.0 静 岡 県 藤 枝 市 45 2 4.4
長 野 県 小 谷 村 19 0 0.0 静 岡 県 御 殿 場 市 34 3 8.8
長 野 県 坂 城 町 22 2 9.1 静 岡 県 袋 井 市 22 1 4.5
長 野 県 小 布 施 町 21 2 9.5 静 岡 県 下 田 市 34 0 0.0
長 野 県 高 山 村 15 0 0.0 静 岡 県 裾 野 市 29 0 0.0
長 野 県 山 ノ 内 町 27 0 0.0 静 岡 県 湖 西 市 21 2 9.5
長 野 県 木 島 平 村 7 0 0.0 静 岡 県 伊 豆 市 29 0 0.0
長 野 県 野 沢 温 泉 村 20 0 0.0 静 岡 県 御 前 崎 市 28 1 3.6
長 野 県 信 濃 町 20 3 15.0 静 岡 県 菊 川 市 25 0 0.0
長 野 県 小 川 村 16 0 0.0 静 岡 県 伊 豆 の 国 市 29 2 6.9
長 野 県 飯 綱 町 24 2 8.3 静 岡 県 牧 之 原 市 35 1 2.9
長 野 県 栄 村 22 0 0.0 静 岡 県 東 伊 豆 町 30 3 10.0
岐 阜 県 岐 阜 市 60 3 5.0 静 岡 県 河 津 町 20 0 0.0
岐 阜 県 大 垣 市 37 3 8.1 静 岡 県 南 伊 豆 町 19 0 0.0
岐 阜 県 高 山 市 24 2 8.3 静 岡 県 松 崎 町 18 0 0.0
岐 阜 県 多 治 見 市 22 1 4.5 静 岡 県 西 伊 豆 町 19 1 5.3
岐 阜 県 関 市 30 3 10.0 静 岡 県 函 南 町 21 1 4.8
岐 阜 県 中 津 川 市 29 1 3.4 静 岡 県 清 水 町 24 4 16.7
岐 阜 県 美 濃 市 14 0 0.0 静 岡 県 長 泉 町 24 0 0.0
岐 阜 県 瑞 浪 市 25 2 8.0 静 岡 県 小 山 町 24 2 8.3
岐 阜 県 羽 島 市 17 0 0.0 静 岡 県 吉 田 町 29 4 13.8
岐 阜 県 恵 那 市 31 3 9.7 静 岡 県 川 根 本 町 23 2 8.7
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静 岡 県 森 町 18 1 5.6 三 重 県 い な べ 市 26 2 7.7
愛 知 県 名 古 屋 市 38 7 18.4 三 重 県 志 摩 市 23 1 4.3
愛 知 県 豊 橋 市 34 2 5.9 三 重 県 伊 賀 市 37 2 5.4
愛 知 県 岡 崎 市 27 5 18.5 三 重 県 木 曽 岬 町 19 1 5.3
愛 知 県 一 宮 市 38 3 7.9 三 重 県 東 員 町 12 1 8.3
愛 知 県 瀬 戸 市 26 2 7.7 三 重 県 菰 野 町 25 1 4.0
愛 知 県 半 田 市 25 3 12.0 三 重 県 川 越 町 21 2 9.5
愛 知 県 春 日 井 市 46 7 15.2 三 重 県 多 気 町 27 0 0.0
愛 知 県 豊 川 市 40 7 17.5 三 重 県 明 和 町 42 1 2.4
愛 知 県 津 島 市 24 2 8.3 三 重 県 大 台 町 18 1 5.6
愛 知 県 碧 南 市 34 2 5.9 三 重 県 玉 城 町 19 0 0.0
愛 知 県 刈 谷 市 32 4 12.5 三 重 県 度 会 町 10 0 0.0
愛 知 県 豊 田 市 36 1 2.8 三 重 県 大 紀 町 59 0 0.0
愛 知 県 安 城 市 26 2 7.7 三 重 県 南 伊 勢 町 26 3 11.5
愛 知 県 西 尾 市 38 1 2.6 三 重 県 紀 北 町 54 2 3.7
愛 知 県 蒲 郡 市 38 1 2.6 三 重 県 御 浜 町 25 1 4.0
愛 知 県 犬 山 市 33 3 9.1 三 重 県 紀 宝 町 27 1 3.7
愛 知 県 常 滑 市 50 4 8.0 滋 賀 県 大 津 市 36 5 13.9
愛 知 県 江 南 市 24 2 8.3 滋 賀 県 彦 根 市 34 5 14.7
愛 知 県 小 牧 市 33 4 12.1 滋 賀 県 長 浜 市 40 4 10.0
愛 知 県 稲 沢 市 36 3 8.3 滋 賀 県 近 江 八 幡 市 33 2 6.1
愛 知 県 新 城 市 41 3 7.3 滋 賀 県 草 津 市 20 4 20.0
愛 知 県 東 海 市 30 3 10.0 滋 賀 県 守 山 市 27 6 22.2
愛 知 県 大 府 市 22 2 9.1 滋 賀 県 栗 東 市 32 0 0.0
愛 知 県 知 多 市 25 5 20.0 滋 賀 県 甲 賀 市 46 3 6.5
愛 知 県 知 立 市 23 4 17.4 滋 賀 県 野 洲 市 27 3 11.1
愛 知 県 尾 張 旭 市 23 3 13.0 滋 賀 県 湖 南 市 27 1 3.7
愛 知 県 高 浜 市 24 1 4.2 滋 賀 県 高 島 市 38 6 15.8
愛 知 県 岩 倉 市 21 2 9.5 滋 賀 県 東 近 江 市 40 4 10.0
愛 知 県 豊 明 市 22 1 4.5 滋 賀 県 米 原 市 35 3 8.6
愛 知 県 日 進 市 30 4 13.3 滋 賀 県 日 野 町 17 2 11.8
愛 知 県 田 原 市 26 2 7.7 滋 賀 県 竜 王 町 16 1 6.3
愛 知 県 愛 西 市 18 3 16.7 滋 賀 県 愛 荘 町 10 3 30.0
愛 知 県 清 須 市 22 2 9.1 滋 賀 県 豊 郷 町 18 0 0.0
愛 知 県 北 名 古 屋 市 27 3 11.1 滋 賀 県 甲 良 町 19 1 5.3
愛 知 県 弥 富 市 15 1 6.7 滋 賀 県 多 賀 町 20 4 20.0
愛 知 県 み よ し 市 25 3 12.0 京 都 府 京 都 市 49 3 6.1
愛 知 県 あ ま 市 19 0 0.0 京 都 府 福 知 山 市 14 1 7.1
愛 知 県 長 久 手 市 23 7 30.4 京 都 府 舞 鶴 市 24 1 4.2
愛 知 県 東 郷 町 30 1 3.3 京 都 府 綾 部 市 37 2 5.4
愛 知 県 豊 山 町 23 4 17.4 京 都 府 宇 治 市 44 3 6.8
愛 知 県 大 口 町 25 0 0.0 京 都 府 宮 津 市 23 1 4.3
愛 知 県 扶 桑 町 25 2 8.0 京 都 府 亀 岡 市 35 4 11.4
愛 知 県 大 治 町 19 4 21.1 京 都 府 城 陽 市 39 3 7.7
愛 知 県 蟹 江 町 16 1 6.3 京 都 府 向 日 市 24 5 20.8
愛 知 県 飛 島 村 18 0 0.0 京 都 府 長 岡 京 市 29 6 20.7
愛 知 県 阿 久 比 町 29 2 6.9 京 都 府 八 幡 市 38 3 7.9
愛 知 県 東 浦 町 30 0 0.0 京 都 府 京 田 辺 市 35 1 2.9
愛 知 県 南 知 多 町 19 1 5.3 京 都 府 京 丹 後 市 26 1 3.8
愛 知 県 美 浜 町 23 2 8.7 京 都 府 南 丹 市 41 4 9.8
愛 知 県 武 豊 町 19 2 10.5 京 都 府 木 津 川 市 40 6 15.0
愛 知 県 幸 田 町 19 3 15.8 京 都 府 大 山 崎 町 29 4 13.8
愛 知 県 設 楽 町 20 0 0.0 京 都 府 久 御 山 町 23 1 4.3
愛 知 県 東 栄 町 19 0 0.0 京 都 府 井 手 町 31 3 9.7
愛 知 県 豊 根 村 25 0 0.0 京 都 府 宇 治 田 原 町 23 0 0.0
三 重 県 津 市 43 7 16.3 京 都 府 笠 置 町 12 4 33.3
三 重 県 四 日 市 市 50 3 6.0 京 都 府 和 束 町 20 0 0.0
三 重 県 伊 勢 市 29 3 10.3 京 都 府 精 華 町 30 2 6.7
三 重 県 松 阪 市 40 5 12.5 京 都 府 京 丹 波 町 21 1 4.8
三 重 県 桑 名 市 42 2 4.8 京 都 府 伊 根 町 18 0 0.0
三 重 県 鈴 鹿 市 41 11 26.8 京 都 府 与 謝 野 町 26 1 3.8
三 重 県 名 張 市 45 7 15.6 大 阪 府 大 阪 市 86 9 10.5
三 重 県 尾 鷲 市 39 3 7.7 大 阪 府 堺 市 56 8 14.3
三 重 県 亀 山 市 24 3 12.5 大 阪 府 岸 和 田 市 31 3 9.7
三 重 県 鳥 羽 市 35 5 14.3 大 阪 府 豊 中 市 43 3 7.0
三 重 県 熊 野 市 27 1 3.7 大 阪 府 池 田 市 41 2 4.9
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大 阪 府 吹 田 市 28 5 17.9 兵 庫 県 猪 名 川 町 19 1 5.3
大 阪 府 泉 大 津 市 34 6 6.0 兵 庫 県 多 可 町 21 1 4.8
大 阪 府 高 槻 市 36 4 11.1 兵 庫 県 稲 美 町 31 4 12.9
大 阪 府 貝 塚 市 38 2 5.3 兵 庫 県 播 磨 町 34 2 5.9
大 阪 府 守 口 市 32 7 21.9 兵 庫 県 市 川 町 17 0 0.0
大 阪 府 枚 方 市 40 4 10.0 兵 庫 県 福 崎 町 21 1 4.8
大 阪 府 茨 木 市 35 5 14.3 兵 庫 県 神 河 町 21 1 4.8
大 阪 府 八 尾 市 57 6 10.5 兵 庫 県 太 子 町 18 2 11.1
大 阪 府 泉 佐 野 市 21 1 4.8 兵 庫 県 上 郡 町 17 0 0.0
大 阪 府 富 田 林 市 35 5 14.3 兵 庫 県 佐 用 町 45 4 8.9
大 阪 府 寝 屋 川 市 40 4 10.0 兵 庫 県 香 美 町 25 1 4.0
大 阪 府 河 内 長 野 市 24 1 4.2 兵 庫 県 新 温 泉 町 16 0 0.0
大 阪 府 松 原 市 34 6 17.6 奈 良 県 奈 良 市 44 16 36.4
大 阪 府 大 東 市 28 0 0.0 奈 良 県 大 和 高 田 市 34 2 5.9
大 阪 府 和 泉 市 38 7 18.4 奈 良 県 大 和 郡 山 市 25 2 8.0
大 阪 府 箕 面 市 25 0 0.0 奈 良 県 天 理 市 30 3 10.0
大 阪 府 柏 原 市 40 6 15.0 奈 良 県 橿 原 市 26 3 11.5
大 阪 府 羽 曳 野 市 27 3 11.1 奈 良 県 桜 井 市 30 3 10.0
大 阪 府 門 真 市 24 1 4.2 奈 良 県 五 條 市 38 4 10.5
大 阪 府 摂 津 市 33 3 9.1 奈 良 県 御 所 市 31 3 9.7
大 阪 府 高 石 市 35 2 5.7 奈 良 県 生 駒 市 30 5 16.7
大 阪 府 藤 井 寺 市 26 4 15.4 奈 良 県 香 芝 市 32 4 12.5
大 阪 府 東 大 阪 市 59 8 13.6 奈 良 県 葛 城 市 26 4 15.4
大 阪 府 泉 南 市 34 1 2.9 奈 良 県 宇 陀 市 25 0 0.0
大 阪 府 四 條 畷 市 25 2 8.0 奈 良 県 山 添 村 27 0 0.0
大 阪 府 交 野 市 30 3 10.0 奈 良 県 平 群 町 17 4 23.5
大 阪 府 大 阪 狭 山 市 25 3 12.0 奈 良 県 三 郷 町 17 1 5.9
大 阪 府 阪 南 市 37 1 2.7 奈 良 県 斑 鳩 町 19 3 15.8
大 阪 府 島 本 町 30 4 13.3 奈 良 県 安 堵 町 12 0 0.0
大 阪 府 豊 能 町 25 2 8.0 奈 良 県 三 宅 町 19 1 5.3
大 阪 府 能 勢 町 19 0 0.0 奈 良 県 田 原 本 町 22 3 13.6
大 阪 府 忠 岡 町 30 4 13.3 奈 良 県 曽 爾 村 8 0 0.0
大 阪 府 熊 取 町 41 8 19.5 奈 良 県 御 杖 村 17 0 0.0
大 阪 府 岬 町 40 7 17.5 奈 良 県 高 取 町 11 0 0.0
大 阪 府 太 子 町 21 2 9.5 奈 良 県 明 日 香 村 19 0 0.0
大 阪 府 河 南 町 20 0 0.0 奈 良 県 上 牧 町 26 6 23.1
大 阪 府 千 早 赤 阪 村 20 1 5.0 奈 良 県 王 寺 町 16 2 12.5
兵 庫 県 神 戸 市 68 9 13.2 奈 良 県 広 陵 町 31 2 6.5
兵 庫 県 姫 路 市 59 4 6.8 奈 良 県 河 合 町 26 0 0.0
兵 庫 県 尼 崎 市 37 9 24.3 奈 良 県 吉 野 町 21 3 14.3
兵 庫 県 明 石 市 30 3 10.0 奈 良 県 大 淀 町 24 2 8.3
兵 庫 県 西 宮 市 29 3 10.3 奈 良 県 下 市 町 23 0 0.0
兵 庫 県 洲 本 市 36 3 8.3 奈 良 県 黒 滝 村 23 1 4.3
兵 庫 県 芦 屋 市 31 2 6.5 奈 良 県 天 川 村 24 1 4.2
兵 庫 県 伊 丹 市 40 4 10.0 奈 良 県 野 迫 川 村 21 1 4.8
兵 庫 県 相 生 市 30 0 0.0 奈 良 県 十 津 川 村 24 2 8.3
兵 庫 県 豊 岡 市 34 6 17.6 奈 良 県 下 北 山 村 25 0 0.0
兵 庫 県 加 古 川 市 27 1 3.7 奈 良 県 上 北 山 村 19 0 0.0
兵 庫 県 赤 穂 市 35 0 0.0 奈 良 県 川 上 村 20 0 0.0
兵 庫 県 西 脇 市 31 0 0.0 奈 良 県 東 吉 野 村 22 1 4.5
兵 庫 県 宝 塚 市 38 6 15.8 和 歌 山 県 和 歌 山 市 41 9 22.0
兵 庫 県 三 木 市 31 9 29.0 和 歌 山 県 海 南 市 24 1 4.2
兵 庫 県 高 砂 市 30 3 10.0 和 歌 山 県 橋 本 市 47 5 10.6
兵 庫 県 川 西 市 41 4 9.8 和 歌 山 県 有 田 市 20 0 0.0
兵 庫 県 小 野 市 29 3 10.3 和 歌 山 県 御 坊 市 37 2 5.4
兵 庫 県 三 田 市 27 8 29.6 和 歌 山 県 田 辺 市 40 7 17.5
兵 庫 県 加 西 市 28 1 3.6 和 歌 山 県 新 宮 市 20 1 5.0
兵 庫 県 篠 山 市 33 2 6.1 和 歌 山 県 紀 の 川 市 30 6 20.0
兵 庫 県 養 父 市 34 3 8.8 和 歌 山 県 岩 出 市 33 1 3.0
兵 庫 県 丹 波 市 23 3 13.0 和 歌 山 県 紀 美 野 町 30 2 6.7
兵 庫 県 南 あ わ じ 市 37 2 5.4 和 歌 山 県 か つ ら ぎ 町 20 0 0.0
兵 庫 県 朝 来 市 28 2 7.1 和 歌 山 県 湯 浅 町 20 3 15.0
兵 庫 県 淡 路 市 30 2 6.7 和 歌 山 県 広 川 町 16 0 0.0
兵 庫 県 宍 粟 市 44 6 13.6 和 歌 山 県 有 田 川 町 15 0 0.0
兵 庫 県 加 東 市 35 4 11.4 和 歌 山 県 美 浜 町 20 1 5.0
兵 庫 県 た つ の 市 37 1 2.7 和 歌 山 県 日 高 町 18 0 0.0
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和 歌 山 県 由 良 町 15 0 0.0 岡 山 県 新 庄 村 21 3 14.3
和 歌 山 県 印 南 町 17 0 0.0 岡 山 県 鏡 野 町 11 0 0.0
和 歌 山 県 み な べ 町 18 1 5.6 岡 山 県 勝 央 町 20 0 0.0
和 歌 山 県 日 高 川 町 16 0 0.0 岡 山 県 奈 義 町 14 1 7.1
和 歌 山 県 白 浜 町 22 1 4.5 岡 山 県 西 粟 倉 村 14 0 0.0
和 歌 山 県 上 富 田 町 16 0 0.0 岡 山 県 久 米 南 町 8 1 12.5
和 歌 山 県 す さ み 町 24 0 0.0 岡 山 県 美 咲 町 37 4 10.8
和 歌 山 県 那 智 勝 浦 町 23 1 4.3 岡 山 県 吉 備 中 央 町 18 0 0.0
和 歌 山 県 太 地 町 15 0 0.0 広 島 県 広 島 市 68 4 5.9
和 歌 山 県 古 座 川 町 21 3 14.3 広 島 県 呉 市 54 5 9.3
和 歌 山 県 北 山 村 15 0 0.0 広 島 県 竹 原 市 17 2 11.8
和 歌 山 県 串 本 町 20 2 10.0 広 島 県 三 原 市 43 2 4.7
鳥 取 県 鳥 取 市 34 5 14.7 広 島 県 尾 道 市 44 5 11.4
鳥 取 県 米 子 市 12 1 8.3 広 島 県 福 山 市 47 5 10.6
鳥 取 県 倉 吉 市 30 5 16.7 広 島 県 府 中 市 20 1 5.0
鳥 取 県 境 港 市 28 0 0.0 広 島 県 三 次 市 30 5 16.7
鳥 取 県 岩 美 町 23 2 8.7 広 島 県 庄 原 市 40 5 12.5
鳥 取 県 若 桜 町 26 4 15.4 広 島 県 大 竹 市 21 0 0.0
鳥 取 県 智 頭 町 14 1 7.1 広 島 県 東 広 島 市 46 1 2.2
鳥 取 県 八 頭 町 18 3 16.7 広 島 県 廿 日 市 市 48 3 6.3
鳥 取 県 三 朝 町 15 0 0.0 広 島 県 安 芸 高 田 市 40 3 7.5
鳥 取 県 湯 梨 浜 町 23 4 17.4 広 島 県 江 田 島 市 29 2 6.9
鳥 取 県 琴 浦 町 24 6 25.0 広 島 県 府 中 町 29 2 6.9
鳥 取 県 北 栄 町 21 6 28.6 広 島 県 海 田 町 27 2 7.4
鳥 取 県 南 部 町 11 0 0.0 広 島 県 熊 野 町 24 2 8.3
鳥 取 県 伯 耆 町 11 0 0.0 広 島 県 坂 町 30 0 0.0
鳥 取 県 日 南 町 27 4 14.8 広 島 県 安 芸 太 田 町 24 0 0.0
鳥 取 県 日 野 町 15 1 6.7 広 島 県 北 広 島 町 35 2 5.7
鳥 取 県 江 府 町 16 2 12.5 広 島 県 大 崎 上 島 町 11 0 0.0
島 根 県 松 江 市 57 5 8.8 広 島 県 世 羅 町 27 2 7.4
島 根 県 浜 田 市 41 1 2.4 広 島 県 神 石 高 原 町 35 4 11.4
島 根 県 出 雲 市 79 4 5.1 山 口 県 下 関 市 33 6 18.2
島 根 県 益 田 市 43 7 16.3 山 口 県 宇 部 市 26 5 19.2
島 根 県 大 田 市 36 3 8.3 山 口 県 山 口 市 47 6 12.8
島 根 県 安 来 市 24 1 4.2 山 口 県 萩 市 37 12 32.4
島 根 県 江 津 市 29 2 6.9 山 口 県 防 府 市 38 10 26.3
島 根 県 雲 南 市 36 4 11.1 山 口 県 下 松 市 29 1 3.4
島 根 県 奥 出 雲 町 30 2 6.7 山 口 県 岩 国 市 44 2 4.5
島 根 県 飯 南 町 11 0 0.0 山 口 県 光 市 37 1 2.7
島 根 県 川 本 町 36 1 2.8 山 口 県 長 門 市 23 2 8.7
島 根 県 美 郷 町 34 2 5.9 山 口 県 柳 井 市 34 7 20.6
島 根 県 邑 南 町 39 1 2.6 山 口 県 美 祢 市 24 2 8.3
島 根 県 津 和 野 町 30 3 10.0 山 口 県 周 南 市 41 4 9.8
島 根 県 吉 賀 町 19 0 0.0 山 口 県 山 陽 小 野 田 市 34 2 5.9
島 根 県 海 士 町 17 1 5.9 山 口 県 周 防 大 島 町 24 0 0.0
島 根 県 西 ノ 島 町 14 1 7.1 山 口 県 和 木 町 29 2 6.9
島 根 県 知 夫 村 13 0 0.0 山 口 県 上 関 町 8 0 0.0
島 根 県 隠 岐 の 島 町 30 1 3.3 山 口 県 田 布 施 町 29 0 0.0
岡 山 県 岡 山 市 52 21 40.4 山 口 県 平 生 町 25 1 4.0
岡 山 県 倉 敷 市 50 15 30.0 山 口 県 阿 武 町 19 0 0.0
岡 山 県 津 山 市 34 2 5.9 徳 島 県 徳 島 市 44 6 13.6
岡 山 県 玉 野 市 9 0 0.0 徳 島 県 鳴 門 市 41 2 4.9
岡 山 県 笠 岡 市 23 6 26.1 徳 島 県 小 松 島 市 25 0 0.0
岡 山 県 井 原 市 16 1 6.3 徳 島 県 阿 南 市 26 1 3.8
岡 山 県 総 社 市 21 1 4.8 徳 島 県 吉 野 川 市 22 0 0.0
岡 山 県 高 梁 市 31 3 9.7 徳 島 県 阿 波 市 30 3 10.0
岡 山 県 新 見 市 32 2 6.3 徳 島 県 美 馬 市 33 0 0.0
岡 山 県 備 前 市 24 6 25.0 徳 島 県 三 好 市 36 1 2.8
岡 山 県 瀬 戸 内 市 24 4 16.7 徳 島 県 勝 浦 町 20 2 10.0
岡 山 県 赤 磐 市 16 2 12.5 徳 島 県 上 勝 町 10 1 10.0
岡 山 県 真 庭 市 25 11 44.0 徳 島 県 佐 那 河 内 村 10 1 10.0
岡 山 県 美 作 市 30 2 6.7 徳 島 県 石 井 町 17 0 0.0
岡 山 県 浅 口 市 24 3 12.5 徳 島 県 神 山 町 12 1 8.3
岡 山 県 和 気 町 11 0 0.0 徳 島 県 那 賀 町 11 0 0.0
岡 山 県 早 島 町 23 2 8.7 徳 島 県 牟 岐 町 15 2 13.3
岡 山 県 里 庄 町 15 2 13.3 徳 島 県 美 波 町 33 2 6.1
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徳 島 県 海 陽 町 24 3 12.5 高 知 県 い の 町 17 1 5.9
徳 島 県 松 茂 町 29 2 6.9 高 知 県 仁 淀 川 町 24 2 8.3
徳 島 県 北 島 町 16 0 0.0 高 知 県 中 土 佐 町 22 2 9.1
徳 島 県 藍 住 町 15 1 6.7 高 知 県 佐 川 町 16 1 6.3
徳 島 県 板 野 町 17 2 11.8 高 知 県 越 知 町 17 2 11.8
徳 島 県 上 板 町 17 0 0.0 高 知 県 梼 原 町 28 2 7.1
徳 島 県 つ る ぎ 町 15 0 0.0 高 知 県 日 高 村 20 1 5.0
徳 島 県 東 み よ し 町 31 1 3.2 高 知 県 四 万 十 町 31 2 6.5
香 川 県 高 松 市 51 3 5.9 高 知 県 大 月 町 29 4 13.8
香 川 県 丸 亀 市 29 5 17.2 高 知 県 黒 潮 町 30 2 6.7
香 川 県 坂 出 市 28 1 3.6 福 岡 県 北 九 州 市 66 23 34.8
香 川 県 善 通 寺 市 24 2 8.3 福 岡 県 福 岡 市 63 6 9.5
香 川 県 観 音 寺 市 24 1 4.2 福 岡 県 大 牟 田 市 33 7 21.2
香 川 県 東 か が わ 市 19 2 10.5 福 岡 県 久 留 米 市 40 10 25.0
香 川 県 三 豊 市 13 1 7.7 福 岡 県 直 方 市 31 4 12.9
香 川 県 土 庄 町 33 3 9.1 福 岡 県 飯 塚 市 37 5 13.5
香 川 県 小 豆 島 町 34 7 20.6 福 岡 県 田 川 市 28 3 10.7
香 川 県 三 木 町 19 2 10.5 福 岡 県 柳 川 市 28 1 3.6
香 川 県 直 島 町 16 2 12.5 福 岡 県 八 女 市 31 4 12.9
香 川 県 宇 多 津 町 19 1 5.3 福 岡 県 筑 後 市 28 2 7.1
香 川 県 綾 川 町 18 2 11.1 福 岡 県 大 川 市 28 2 7.1
香 川 県 琴 平 町 17 0 0.0 福 岡 県 行 橋 市 25 2 8.0
香 川 県 多 度 津 町 20 0 0.0 福 岡 県 豊 前 市 18 1 5.6
香 川 県 ま ん の う 町 25 2 8.0 福 岡 県 中 間 市 30 6 20.0
愛 媛 県 松 山 市 49 3 6.1 福 岡 県 小 郡 市 20 2 10.0
愛 媛 県 今 治 市 31 1 3.2 福 岡 県 筑 紫 野 市 25 4 16.0
愛 媛 県 宇 和 島 市 25 0 0.0 福 岡 県 春 日 市 20 1 5.0
愛 媛 県 八 幡 浜 市 26 2 7.7 福 岡 県 大 野 城 市 30 4 13.3
愛 媛 県 新 居 浜 市 28 3 10.7 福 岡 県 宗 像 市 41 11 26.8
愛 媛 県 西 条 市 36 3 8.3 福 岡 県 太 宰 府 市 28 8 28.6
愛 媛 県 大 洲 市 21 2 9.5 福 岡 県 福 津 市 28 10 35.7
愛 媛 県 伊 予 市 19 3 15.8 福 岡 県 う き は 市 33 5 15.2
愛 媛 県 四 国 中 央 市 24 0 0.0 福 岡 県 宮 若 市 11 0 0.0
愛 媛 県 西 予 市 29 4 13.8 福 岡 県 嘉 麻 市 27 8 29.6
愛 媛 県 東 温 市 21 1 4.8 福 岡 県 朝 倉 市 12 2 16.7
愛 媛 県 上 島 町 19 0 0.0 福 岡 県 み や ま 市 14 0 0.0
愛 媛 県 久 万 高 原 町 24 0 0.0 福 岡 県 糸 島 市 42 6 14.3
愛 媛 県 松 前 町 18 0 0.0 福 岡 県 那 珂 川 町 25 5 20.0
愛 媛 県 砥 部 町 23 0 0.0 福 岡 県 宇 美 町 20 3 15.0
愛 媛 県 内 子 町 19 0 0.0 福 岡 県 篠 栗 町 29 0 0.0
愛 媛 県 伊 方 町 24 1 4.2 福 岡 県 志 免 町 30 6 20.0
愛 媛 県 松 野 町 15 0 0.0 福 岡 県 須 恵 町 13 1 7.7
愛 媛 県 鬼 北 町 21 0 0.0 福 岡 県 新 宮 町 23 1 4.3
愛 媛 県 愛 南 町 28 3 10.7 福 岡 県 久 山 町 25 2 8.0
高 知 県 高 知 市 55 4 7.3 福 岡 県 粕 屋 町 20 5 25.0
高 知 県 室 戸 市 15 1 6.7 福 岡 県 芦 屋 町 20 0 0.0
高 知 県 安 芸 市 26 2 7.7 福 岡 県 水 巻 町 25 2 8.0
高 知 県 南 国 市 32 5 15.6 福 岡 県 岡 垣 町 19 3 15.8
高 知 県 土 佐 市 33 2 6.1 福 岡 県 小 竹 町 28 1 3.6
高 知 県 須 崎 市 31 3 9.7 福 岡 県 桂 川 町 20 2 10.0
高 知 県 宿 毛 市 26 3 11.5 福 岡 県 筑 前 町 15 2 13.3
高 知 県 土 佐 清 水 市 25 4 16.0 福 岡 県 東 峰 村 9 0 0.0
高 知 県 四 万 十 市 25 3 12.0 福 岡 県 吉 富 町 18 0 0.0
高 知 県 香 南 市 38 9 23.7 福 岡 県 大 刀 洗 町 20 1 5.0
高 知 県 香 美 市 28 1 3.6 福 岡 県 大 木 町 21 0 0.0
高 知 県 東 洋 町 14 0 0.0 福 岡 県 広 川 町 23 1 4.3
高 知 県 奈 半 利 町 17 1 5.9 福 岡 県 香 春 町 14 2 14.3
高 知 県 田 野 町 17 1 5.9 福 岡 県 添 田 町 8 0 0.0
高 知 県 安 田 町 20 0 0.0 福 岡 県 糸 田 町 9 0 0.0
高 知 県 北 川 村 13 0 0.0 福 岡 県 川 崎 町 10 1 10.0
高 知 県 馬 路 村 8 2 25.0 福 岡 県 大 任 町 13 0 0.0
高 知 県 芸 西 村 16 1 6.3 福 岡 県 福 智 町 16 1 6.3
高 知 県 本 山 町 20 1 5.0 福 岡 県 上 毛 町 13 0 0.0
高 知 県 大 豊 町 15 2 13.3 福 岡 県 築 上 町 14 1 7.1
高 知 県 土 佐 町 9 0 0.0 佐 賀 県 佐 賀 市 42 9 21.4
高 知 県 大 川 村 17 2 11.8 佐 賀 県 唐 津 市 29 4 13.8
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佐 賀 県 多 久 市 28 2 7.1 熊 本 県 嘉 島 町 42 4 9.5
佐 賀 県 伊 万 里 市 28 4 14.3 熊 本 県 益 城 町 28 2 7.1
佐 賀 県 武 雄 市 25 5 20.0 熊 本 県 甲 佐 町 25 0 0.0
佐 賀 県 鹿 島 市 25 0 0.0 熊 本 県 山 都 町 31 1 3.2
佐 賀 県 小 城 市 25 2 8.0 熊 本 県 氷 川 町 16 0 0.0
佐 賀 県 嬉 野 市 28 3 10.7 熊 本 県 芦 北 町 25 0 0.0
佐 賀 県 神 埼 市 20 0 0.0 熊 本 県 津 奈 木 町 16 0 0.0
佐 賀 県 吉 野 ヶ 里 町 11 1 9.1 熊 本 県 錦 町 16 1 6.3
佐 賀 県 基 山 町 19 0 0.0 熊 本 県 多 良 木 町 31 2 6.5
佐 賀 県 上 峰 町 21 0 0.0 熊 本 県 湯 前 町 20 1 5.0
佐 賀 県 み や き 町 22 3 13.6 熊 本 県 水 上 村 41 1 2.4
佐 賀 県 玄 海 町 10 0 0.0 熊 本 県 相 良 村 36 3 8.3
佐 賀 県 有 田 町 17 0 0.0 熊 本 県 五 木 村 23 1 4.3
佐 賀 県 大 町 町 21 1 4.8 熊 本 県 山 江 村 70 5 7.1
佐 賀 県 江 北 町 25 2 8.0 熊 本 県 球 磨 村 76 4 5.3
佐 賀 県 白 石 町 22 3 13.6 熊 本 県 あ さ ぎ り 町 86 5 5.8
佐 賀 県 太 良 町 14 0 0.0 熊 本 県 苓 北 町 32 2 6.3
長 崎 県 長 崎 市 52 5 9.6 大 分 県 大 分 市 45 5 11.1
長 崎 県 佐 世 保 市 52 3 5.8 大 分 県 別 府 市 35 1 2.9
長 崎 県 島 原 市 29 1 3.4 大 分 県 中 津 市 46 0 0.0
長 崎 県 諫 早 市 36 4 11.1 大 分 県 日 田 市 44 2 4.5
長 崎 県 大 村 市 41 6 14.6 大 分 県 佐 伯 市 37 3 8.1
長 崎 県 平 戸 市 41 0 0.0 大 分 県 臼 杵 市 33 4 12.1
長 崎 県 松 浦 市 33 2 6.1 大 分 県 津 久 見 市 30 2 6.7
長 崎 県 対 馬 市 38 1 2.6 大 分 県 竹 田 市 40 1 2.5
長 崎 県 壱 岐 市 22 3 13.6 大 分 県 豊 後 高 田 市 18 3 16.7
長 崎 県 五 島 市 42 1 2.4 大 分 県 杵 築 市 24 2 8.3
長 崎 県 西 海 市 35 2 5.7 大 分 県 宇 佐 市 26 4 15.4
長 崎 県 雲 仙 市 35 3 8.6 大 分 県 豊 後 大 野 市 40 1 2.5
長 崎 県 南 島 原 市 35 2 5.7 大 分 県 由 布 市 27 3 11.1
長 崎 県 長 与 町 19 0 0.0 大 分 県 国 東 市 12 1 8.3
長 崎 県 時 津 町 10 1 10.0 大 分 県 姫 島 村 14 0 0.0
長 崎 県 東 彼 杵 町 20 2 10.0 大 分 県 日 出 町 21 3 14.3
長 崎 県 川 棚 町 29 1 3.4 大 分 県 九 重 町 23 2 8.7
長 崎 県 波 佐 見 町 27 0 0.0 大 分 県 玖 珠 町 28 2 7.1
長 崎 県 小 値 賀 町 17 0 0.0 宮 崎 県 宮 崎 市 58 3 5.2
長 崎 県 佐 々 町 10 0 0.0 宮 崎 県 都 城 市 47 1 2.1
長 崎 県 新 上 五 島 町 25 0 0.0 宮 崎 県 延 岡 市 48 3 6.3
熊 本 県 熊 本 市 55 5 9.1 宮 崎 県 日 南 市 49 4 8.2
熊 本 県 八 代 市 50 12 24.0 宮 崎 県 小 林 市 30 1 3.3
熊 本 県 人 吉 市 36 3 8.3 宮 崎 県 日 向 市 40 2 5.0
熊 本 県 荒 尾 市 28 2 7.1 宮 崎 県 串 間 市 35 3 8.6
熊 本 県 水 俣 市 41 3 7.3 宮 崎 県 西 都 市 37 2 5.4
熊 本 県 玉 名 市 36 2 5.6 宮 崎 県 え び の 市 31 5 16.1
熊 本 県 山 鹿 市 41 2 4.9 宮 崎 県 三 股 町 41 0 0.0
熊 本 県 菊 池 市 35 3 8.6 宮 崎 県 高 原 町 30 1 3.3
熊 本 県 宇 土 市 29 2 6.9 宮 崎 県 国 富 町 20 0 0.0
熊 本 県 上 天 草 市 37 4 10.8 宮 崎 県 綾 町 14 2 14.3
熊 本 県 宇 城 市 36 3 8.3 宮 崎 県 高 鍋 町 31 3 9.7
熊 本 県 阿 蘇 市 32 1 3.1 宮 崎 県 新 富 町 38 2 5.3
熊 本 県 天 草 市 43 3 7.0 宮 崎 県 西 米 良 村 21 1 4.8
熊 本 県 合 志 市 33 5 15.2 宮 崎 県 木 城 町 30 2 6.7
熊 本 県 美 里 町 32 1 3.1 宮 崎 県 川 南 町 31 2 6.5
熊 本 県 玉 東 町 18 1 5.6 宮 崎 県 都 農 町 43 1 2.3
熊 本 県 南 関 町 9 0 0.0 宮 崎 県 門 川 町 19 2 10.5
熊 本 県 長 洲 町 21 4 19.0 宮 崎 県 諸 塚 村 20 0 0.0
熊 本 県 和 水 町 37 2 5.4 宮 崎 県 椎 葉 村 14 0 0.0
熊 本 県 大 津 町 66 7 10.6 宮 崎 県 美 郷 町 10 0 0.0
熊 本 県 菊 陽 町 64 5 7.8 宮 崎 県 高 千 穂 町 14 0 0.0
熊 本 県 南 小 国 町 44 2 4.5 宮 崎 県 日 之 影 町 19 0 0.0
熊 本 県 小 国 町 50 4 8.0 宮 崎 県 五 ヶ 瀬 町 30 4 13.3
熊 本 県 産 山 村 32 1 3.1 鹿 児 島 県 鹿 児 島 市 55 4 7.3
熊 本 県 高 森 町 39 2 5.1 鹿 児 島 県 鹿 屋 市 38 3 7.9
熊 本 県 西 原 村 14 2 14.3 鹿 児 島 県 枕 崎 市 13 1 7.7
熊 本 県 南 阿 蘇 村 79 8 10.1 鹿 児 島 県 阿 久 根 市 15 0 0.0
熊 本 県 御 船 町 45 3 6.7 鹿 児 島 県 出 水 市 25 1 4.0
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鹿 児 島 県 指 宿 市 39 4 10.3 鹿 児 島 県 与 論 町 17 0 0.0
鹿 児 島 県 西 之 表 市 30 0 0.0 沖 縄 県 那 覇 市 34 5 14.7
鹿 児 島 県 垂 水 市 21 0 0.0 沖 縄 県 宜 野 湾 市 24 6 25.0
鹿 児 島 県 薩 摩 川 内 市 30 3 10.0 沖 縄 県 石 垣 市 38 5 13.2
鹿 児 島 県 日 置 市 37 3 8.1 沖 縄 県 浦 添 市 33 7 21.2
鹿 児 島 県 曽 於 市 29 0 0.0 沖 縄 県 名 護 市 22 2 9.1
鹿 児 島 県 霧 島 市 40 2 5.0 沖 縄 県 糸 満 市 32 3 9.4
鹿 児 島 県 いちき串木野市 38 3 7.9 沖 縄 県 沖 縄 市 33 5 15.2
鹿 児 島 県 南 さ つ ま 市 38 5 13.2 沖 縄 県 豊 見 城 市 27 3 11.1
鹿 児 島 県 志 布 志 市 33 4 12.1 沖 縄 県 う る ま 市 33 2 6.1
鹿 児 島 県 奄 美 市 29 1 3.4 沖 縄 県 宮 古 島 市 32 2 6.3
鹿 児 島 県 南 九 州 市 24 0 0.0 沖 縄 県 南 城 市 25 1 4.0
鹿 児 島 県 伊 佐 市 30 4 13.3 沖 縄 県 国 頭 村 22 1 4.5
鹿 児 島 県 姶 良 市 33 1 3.0 沖 縄 県 大 宜 味 村 24 1 4.2
鹿 児 島 県 三 島 村 15 0 0.0 沖 縄 県 宜 野 座 村 16 0 0.0
鹿 児 島 県 十 島 村 9 0 0.0 沖 縄 県 金 武 町 15 0 0.0
鹿 児 島 県 さ つ ま 町 28 0 0.0 沖 縄 県 伊 江 村 18 1 5.6
鹿 児 島 県 長 島 町 20 1 5.0 沖 縄 県 読 谷 村 17 3 17.6
鹿 児 島 県 湧 水 町 27 0 0.0 沖 縄 県 北 中 城 村 23 1 4.3
鹿 児 島 県 大 崎 町 31 1 3.2 沖 縄 県 中 城 村 22 0 0.0
鹿 児 島 県 東 串 良 町 25 0 0.0 沖 縄 県 与 那 原 町 22 3 13.6
鹿 児 島 県 南 大 隅 町 20 0 0.0 沖 縄 県 南 風 原 町 17 2 11.8
鹿 児 島 県 肝 付 町 19 0 0.0 沖 縄 県 渡 嘉 敷 村 17 1 5.9
鹿 児 島 県 中 種 子 町 21 0 0.0 沖 縄 県 粟 国 村 10 0 0.0
鹿 児 島 県 宇 検 村 19 0 0.0 沖 縄 県 渡 名 喜 村 8 0 0.0
鹿 児 島 県 瀬 戸 内 町 23 0 0.0 沖 縄 県 南 大 東 村 17 1 5.9
鹿 児 島 県 龍 郷 町 16 0 0.0 沖 縄 県 北 大 東 村 15 0 0.0
鹿 児 島 県 喜 界 町 10 0 0.0 沖 縄 県 伊 是 名 村 12 0 0.0
鹿 児 島 県 徳 之 島 町 37 1 2.7 沖 縄 県 久 米 島 町 26 0 0.0
鹿 児 島 県 天 城 町 14 0 0.0 沖 縄 県 多 良 間 村 31 0 0.0
鹿 児 島 県 伊 仙 町 24 0 0.0 沖 縄 県 与 那 国 町 20 0 0.0
鹿 児 島 県 和 泊 町 16 1 6.3 45,920 3,522 7.7合 計

（備考）1．内閣府「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の進捗状況」（平成27年度）より作成。

2．原則として平成27年４月１日現在。

3．全国の市区町村1,741団体を対象に調査を実施し，無回答及び総委員数をゼロと回答した団体を除く1,645団体により集計。
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